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67はじめに 3

　博士課程教育リーディングプログラムが平成 23 年度（2011 年度）より開始され、そのオー
ルラウンド型のプログラムとして「京都大学大学院思修館」が採択されました。当初のプロ
グラム実施責任者は、淡路敏之理事・副学長（教育担当）、プログラムコーディネーターは、
川井秀一生存圏研究所教授であり、当時の松本紘総長のリーダーシップのもとに、世界でも
類まれな学際融合型の大学院組織が企画立案されました。このプログラムを実施するための
組織として、平成 24 年度に大学院の設置を申請し、実現したのが、京都大学大学院総合生
存学館である。平成 25 年（2013 年）4月 1日に設立されたのであります。

　博士課程教育リーディングプログラムとしての支援期間は、７年間（平成 30 年 3 月まで）
であり、その間に大学院としての体制整備、大学院生の受け入れ、思修館プログラムの実施
を行い、平成 30 年 3 月には、5 人の学生に博士（総合学術）の学位を与えました。支援期
間終了後も、運営費交付金と、各界の企業や有志の皆様のご寄附による思修館基金とにより、
この大学院組織を維持運営しております。なお、この大学院の根拠地として、旧京都市左京
区役所の跡地に京都大学東一条館（2014 年 12 月竣工）を建設していただきました。また、
二つの合宿型研修施設（廣志房、船哲房）も学生が日夜議論し育っていく素晴らしい環境と
して機能しています。これらも含め、大学院設置の準備から今日に至るまでの間に多大なる
御協力と御支援賜りました関係各位に心より御礼申し上げる次第でございます。

　本報告書は、大学院設置以来最初の７年間（平成 25 年度から平成 31 年度）の総合生存学
館の教育研究活動の概要を取りまとめたものであります。報告書のタイトルを「総合生存学
研究」といたしました。総合生存学という新しい学問名のもとに、学生及び教員が研究を共
に協力して実施しながら新時代の実践的学際研究を作り上げていく過程をこの報告書を手始
めとして、報告し続けていく所存です。次年度からは年報として「総合生存学研究」を引き
続き刊行してまいります。

　まずは、本報告書の内容を御高覧賜り、皆様の期待に添えているところ、不十分なところ
などについて何なりと御指摘いただけますと幸甚に存じます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和２年（2020 年）３月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  総合生存学館
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  学館長　寶　　　馨

はじめに
Introduction





東一条館（総合生存学館本館）

第 1章　総合生存学館の目標

Chapter 1
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第 1 章　総合生存学館の目標

１.１　総合生存学館の概要

　総合生存学館は、複雑に発達した地球社会の諸問題を解決できるリーダーシップを伴う
学問の確立のために 2013 年 4 月、京都大学の第 18 番目の大学院として設立された。現在
の地球社会が直面する、数々の複合的・構造的な諸問題はいずれも、文化・産業・経済・
国家などの複雑で巨大なシステムに関わる、種々多様でグローバルな課題であり、個々人、
地域社会、産業システム、社会システム、さらには国家や世界全体が共存するために必ず
乗り越えなければならない重要かつ複合的な社会課題であり、その解決のために不可欠な
持続可能で創発力のある新たな社会システムの構築に向けて、リーダーシップを発揮できる
人材、また、ゼロから１を生み出し実践・持続させていける力を持つ人材の育成が強く求め
られていた。またこうした課題を克服するためには、「人類と地球社会の生存」を基軸に、
関係する諸々の学問体系の「知」を結び付け、編み直し、駆使して、複合的な社会課題の発掘・
分析と定式化・構造化を行い、社会実装までの解決や思想・政策や方法を幅広く探究する学
問が必要になる。この「生存知の構造化と公共化」を対象とする学術総体・総合学術として、「総
合生存学」が誕生した。特に、主に理系分野の専門的知識のみに特化する専門家が、十分な
倫理的判断力や社会での価値基準をふまえずに起こりうる問題や、その逆に、文系出身の経
営者・マネージャーが専門的知識や自然科学の法則を知らずに引き起こす誤った経営判断な
どを避けるために、総合的知識を備えたリーダーを育成すること、国際社会の潮流を知らず
に埋没してゆく日本を引っ張ってゆく国際的リーダーの育成の必要性を設立時に強く
議論した。
　総合生存学館（思修館）は、こうした社会の要請に応える未来のリーダー育成を目的とし、
「総合生存学」を教育・研究の基盤として、2013( 平成 25) 年 4 月に設置された 5 年制博士課
程一貫教育を実施する大学院である。また平成23年度に採択された文科省博士課程教育リー
ディングプログラム「京都大学大学院思修館」の実施組織としての役割を果たしてきた。平
成 28 年 11 月には本プログラムの外部評価委員会の評価も受けた。平成 29 年度には、博士
課程教育リーディングプログラムとしての事後評価があり、思修館プログラムの理念、構想、
実践と学生に対する教育の実際の内容が評価され、事後評価結果としての総括評価は「計画
どおりの取組が行われ、成果が得られていることから、本事業の目的を達成できたと 評価
できる。」（Ａ評価）とされた。
　平成 30 年度からは、プログラム補助期間の終了に伴い、全学のさらなる支援体制を得ら
れるように教授会の組織を「思修館協議会」とした。財政的には、所定の運営費交付金とプ
ログラム実施期間中に京都大学基金の枠組みで設立した「思修館基金」への寄附金とで賄っ
ていくことになった。科学研究費補助金はもとより、国際機関、独立行政法人、民間企業等
との共同研究により産業界、関係機関からの支援も受けている。令和元年 5 月１日からは、
産学共同講座を開設して、産学連携の研究開発をより一層推進する基盤を形成した。
　平成 30 年 3 月に総合生存学館として初めて、学位「京都大学博士（総合学術）」の授与を
一期生５人の学生に行った。平成 31 年 3 月には３人の授与者があった。令和 2 年 3 月には
６人の学生に授与する予定であり、合計 14 人の有意な博士を輩出することになる。

１.２　沿革

　大学院総合生存学館は、2013 年 4 月に設立された。また、その前年度に採択・開始された
博士課程教育リーディングプログラム「京都大学大学院思修館」が開始された。
この間の沿革は以下のとおりである。
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2010 年 10 月
2011 年 11 月
2012 年 10 月
2013 年 03 月
2013 年 03 月
2013 年 04 月
2013 年 04 月
2013 年 07 月
2013 年 11 月
2014 年 06 月
2014 年 09 月
2014 年 11 月
2014 年 12 月
2015 年 04 月
2015 年 05 月

2015 年 07 月
2015 年 11 月

2016 年 11 月

2016 年 11 月
2017 年 02 月
2017 年 08 月
2017 年 10 月
2017 年 12 月

2018 年 03 月

2018 年 03 月
2018 年 03 月
2018 年 04 月
2018 年 04 月
2018 年 12 月

2019 年 05 月
2019 年 11 月

大学院思修館設置準備室発足
博士課程教育リーディングプログラム採択
プログラム 1期生受入
第 1回国際シンポジウム「全地球的課題とグローバルリーダーの教育・育成」開催
第一研修施設「廣志房」竣工
大学院総合生存学館設置
大学院総合生存学館第１期生（プログラム２期生）入学
「廣志房」除幕式（第一研修施設） 
第 2 回国際シンポジウム「次世代を担うリーダーへのメッセージ」開催
第二研修施設「船哲房」竣工 
「船哲房」除幕式（第二研修施設）
第 3 回国際シンポジウム「An Initiative of Global Leaders for Human Survivability」開催
「東一条館」竣工（3階は第三研修施設）
NHK-ETV ETV特集『“グローバル人材” を育成せよ～京都大学・改革への挑戦～』放映
思修館による社会人のためのエグゼクティブ教育プログラム KUELPs (Kyoto 
University Executive Leadership Program by Shishu-kan) 開講
『総合生存学－グローバルリーダーのために－』刊行
第 4回国際シンポジウム「The global energy transformation: a quest for 
solutions from the perspective of human survivability」開催
第 5回国際シンポジウム「Disasters and Human Survivability: Enhancing 
Resilience to Risks Threatening the Future of Humanity」開催
思修館プログラム外部評価委員会の開催
第 1回「思修館の集い」開催
第 1回「思修館遊聞会」（同窓会）開催
思修館プログラム総括シンポジウム開催
第 6回国際シンポジウム「Bridging the Divide Between Science and Culture: The 
Role of Human Survivability Studies」開催
『HUMAN SURVIVABILITY STUDIES -A NEW PARADIGM FOR
SOLVING GLOBAL ISSUES-』刊行 （2015 年 7月刊行『総合生存学－グローバル
リーダーのために－』の英語版）
大学院総合生存学館として初めて博士（総合学術）を５人に授与
博士課程教育リーディングプログラム補助期間終了
エグゼクティブ教育プログラム KUELP を京大本部に移管
構成員を理事、部局長、学館長、専任教授とする教授会（思修館協議会）へ移行
第 7回国際シンポジウム「Let’ s work together toward achieving Sustainable 
Development Goals」開催
産学共同講座「凸版印刷アートイノベーション産学共同講座」設置
第 8回国際シンポジウム「Human Survivability Studies (HSS) and the Sustainable 
Development Goals (SDGs) in Asia」開催



8 第１章　
総合生存学館の目標

１.３　教職員の配置

　この間の教員・研究員の配置を表１に示す。博士課程教育リーディングプログラムの支援
を受けていた時期（2017 年度まで）は、その支援経費にて 6～８名の特定教授を雇用し、総
合生存学館の運営に大きな貢献を得た。国際協力機構（JICA）からの出向で海外サービスラー
ニングを担当した木邨洗一特定教授に代わり、2018 年度からは、JICAから高島宏明特定教授、
情報環境機構との兼任とした土佐尚子教授を７月より共同研究経費による特定教授とし、ま
た、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）より吉田朋央特定准教授、全学経費及
び総長裁量経費で吉川みな子特定准教授を雇用した。2019 年には、土佐特定教授は、5 月よ
り開設した凸版印刷アートイノベーション産学共同講座の特定教授に移るとともに、10 月か
らは日本銀行より武田英俊特定教授を迎えることとした。
　若手教員、若手研究者についても、研究経費や思修館基金を活用し、研究環境の提供を行っ
ている。まず、文部科学省の卓越研究員事業の制度を活用し、2018 年 12 月から、テニュア
トラック型の特定助教の採用を行った。この特定助教は白眉センター（部局連携型）とも連
携している。さらに、2019 年 4 月から、白眉センター（グローバル型）の特定助教として防
災研究所に配置されていた特定助教を総合生存学館に所属替えして受け入れることとなっ
た。さらに、思修館基金を財源として、2019 年度より人文科学系の若手教員として篠原雅武
特定准教授を雇用した。産学協同講座においては、特定助教を雇用した。
　このように、JICA、NEDO、日本銀行、民間会社、思修館基金への寄附者らの支援と、教
員らが獲得している研究費を活用して、人員減の補充を積極的に図っている。

１.４　運営体制

　博士課程教育リーディングプログラムの補助期間が終了するに伴い、多数の特定教員の退
職や財政面でも大きな変化が生じるため、平成 30 年度より、教授会組織をはじめ、運営体
制を改めることとした。総合生存学館は、他の 17 の大学院とは異なり、全学教員部に属す
る全学機能組織であると同時に大学全体の支援を受けて運営する組織であることから、教授
会組織を協議会体制での教授会（思修館協議会）とし、その構成員を、総合生存学館担当理事、
教育担当理事、学館長、学館の専任の教授（特定教授を除く）、他研究科の長などから
なるものとした。
　思修館協議会の主要な任務（審議事項）は、学館長選考、教員人事、予算等の重要事項である。
この思修館協議会の開催頻度は年間４回程度である。一方、日常の学館運営、予算執行、計画、
学務及び教務に関わる事項については、総合生存学館会議により審議する。学館
会議は原則毎月開催する。これらのことを図１に示す。
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表１ 教員・研究員の推移（各年度 5月 1日現在の配置）

年度 2013 年
（H25）

2014 年
（H26）

2015 年
（H27）

2016 年
（H28）

2017 年
（H29）

2018 年
（H30）

2019 年
（R01）

執行部
学館長 川井 秀一 川井 秀一 川井 秀一 川井 秀一 寶 馨 寶 馨 寶 馨
事務長 山本 淳二 山本 淳二 小西 康行 高見 純子 高見 純子 馬渕 光正 中村 昌也
副学館長 大嶌幸一郎

塩田 浩平
大嶌幸一郎
光山 正雄

池田 裕一
大嶌幸一郎
光山 正雄
林 信夫

池田 裕一
大嶌幸一郎
光山 正雄
林 信夫

池田 裕一 池田 裕一 山敷 庸亮

専攻長 林 信夫 林 信夫 惣脇 宏 惣脇 宏 山敷 庸亮 山敷 庸亮 池田 裕一
研修施設長 大嶌幸一郎 大嶌幸一郎 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹
学館長指名 － － － － 河合江里子 河合江里子 積山 薫
教員
教授 惣脇 宏 惣脇 宏 惣脇 宏 惣脇 宏 惣脇 宏 寶 馨 寶 馨

櫻井 繁樹 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹 櫻井 繁樹
池田 裕一 池田 裕一 池田 裕一 池田 裕一 池田 裕一 池田 裕一 池田 裕一
IalnazovD. IalnazovD. IalnazovD. IalnazovD. IalnazovD. IalnazovD. IalnazovD.

山口 栄一 山口 栄一 山口 栄一 山口 栄一 山口 栄一 山口 栄一
河合江理子 河合江理子 河合江理子 河合江理子 河合江理子 河合江理子
大石 眞 大石 眞 大石 眞 積山 薫 積山 薫 積山 薫

山敷 庸亮 山敷 庸亮 山敷 庸亮 山敷 庸亮 山敷 庸亮
准教授 山敷 庸亮 山敷 庸亮 DerocheM. DerocheM. DerocheM. DerocheM. DerocheM.

金村 宗 金村 宗 金村 宗 金村 宗 金村 宗 金村 宗
趙 亮 趙 亮 趙 亮 趙 亮 趙 亮 趙 亮

磯部 洋明 磯部 洋明 磯部 洋明 関山 健
特定教授 大嶌幸一郎 大嶌幸一郎 大嶌幸一郎 大嶌幸一郎 大嶌幸一郎 高島 宏明 高島 宏明

川井 秀一 川井 秀一 川井 秀一 川井 秀一 川井 秀一 土佐尚子* 1 土佐 尚子
光山 正雄 光山 正雄 光山 正雄 光山 正雄 光山 正雄 武田英俊* 1
泉 拓良 泉 拓良 泉 拓良 泉 拓良 泉 拓良
藤田 正勝 藤田 正勝 藤田 正勝 藤田 正勝 藤田 正勝

橋口 道代 橋口 道代 木邨 洗一 木邨 洗一 木邨 洗一

林 信夫 林 信夫 林 信夫 林 信夫
塩田 浩平 千葉 勉 千葉 勉

特定准教授 吉田 朋央 吉田 朋央
吉川みな子 篠原 雅武

特定助教 水本憲治* 2 水本 憲治
Kamranzad
B. * 3
楊 欽

研究員
特定研究員
* 4

細野 七月 細野 七月 武田秀太郎 武田秀太郎
鈴木 麻希 山下 雅俊 山下 雅俊
上田 翔士 上田 翔士 上田 翔士

曽雌 崇弘
研究員
(時間雇用)
* 5

廣井 隆志 廣井 隆志
青山 秀明
吉川みな子
清水 美香
奥井 剛
飯島 秀樹

注 * 1) 土佐は 2018 年 7 月より（6月までは情報環境機構教授と兼任）、 武田英は 2019 年 10 月より着任
* 2) 2018 年 12 月より卓越研究員及び白眉センター（部局連携型）として
* 3) 白眉センター（グローバル型）より受け入れ
* 4) 曽雌は特任講師、細野、武田秀、山下は特任助教の称号付与
* 5) 青山は特任教授、吉川、清水は特任准教授の称号付与
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事務職員の配置状況を表２に示す。

表２ 事務職員の配置状況

毎年 5月 1日現在
2013 年
（H25）

2014 年
（H26）

2015 年
（H27）

2016 年
（H28）

2017 年
（H29）

2018 年
（H30）

2019 年
（R01）

事務長 1 1 1 1 1 1 1

事務長補佐 1 1 1 0 0 0 0

掛長 1 1 1 2 2 2 2

主任 1 1 2 1 0 0 0

掛員 1 1 0 1 2 2 2

特定専門業務職員 1 1 1 1 1 0 0

特定職員 2 1 5 2 3 2 3

再雇用職員 1 1 1 1 1 1 1

時間雇用職員 2 2 7 6 2 1 1

派遣職員 2 2 2 4 7 3 3

合計人数 13 12 21 19 19 12 13

図１ 思修館協議会（教授会）と総合生存学館会議
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　総合生存学館会議には、専任教員（教授、准教授）12 人のみならず、13 人の協力教員も
参加している。これらの協力教員は、多数が、思修館プログラムのプログラム担当者を務め
てきた者であり、本会議の審議への参画、授業担当、学生の研究指導、入試関係業務など、
極めて重要な役割を担っている。表３にこれまでの協力教員の一覧を示す。

１.５　総合生存学館の目標

　総合生存学館の目標は、「総合生存学」という新しい総合学術を確立し、世の中の様々な
問題の解決を図り、人類の幸福に寄与することである。大学というアカデミアの一組織とし
て、新しい学術フロンティアを切り拓いていく。特に、学際融合、問題解決のための学術を
推進する。この考え方を図示すると以下のようになる。
　多くの大学部局が、純粋科学、応用科学、複雑科学に取り組んで学術フロンティアを開拓
している。総合生存学館は、それらとは異なる実践科学（Implementation Science）を標榜
し「総合生存学」を確立するのである。

表３ 協力教員一覧
所属 職名 氏名 委嘱期間
農学研究科 教授 縄田 栄治 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
農学研究科 教授 阪井 康能 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
エネルギー理工学研究所 教授 大垣 英明 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
医学研究科 教授 川上 浩司 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
情報学研究科 教授 中村 佳正 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
生命科学研究科 教授 垣塚 彰 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
附属病院 教授 稲垣 暢也 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
地球環境学堂 教授 勝見 武 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
化学研究所 教授 時任 宣博 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
経済研究所 教授 溝端佐登史 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
高等教育研究開発推進センター 教授 飯吉 透 平成 30 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
東南アジア地域研究研究所 教授 原 正一郎 平成 30 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
東南アジア地域研究研究所 教授 村上 勇介 平成 30 年 4 月 1 日 ～ 令和 2年 3 月 31 日
文学研究科 教授 小山 哲 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 平成 30 年 3月 31 日
薬学研究科 教授 竹本 佳司 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 平成 30 年 3月 31 日
工学研究科 教授 田村 正行 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 平成 28 年 3月 31 日
情報学研究科 教授 西田 豊明 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 平成 26 年 3月 31 日
工学研究科 教授 前 一廣 平成 25 年 4 月 1 日 ～ 平成 26 年 3月 31 日
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図２　総合生存学館（思修館）が開拓する学術フロンティア

　こうした実践科学を学生とともに作り上げていく。学生達は、それぞれ異なる背景と専門
性を持ちつつも、自らの学問を学際的に捉え、他分野の知見も取り入れながら、社会の問題
に焦点を当てそれを解決するような経験を積む。八思科目、サービスラーニング、熟議、学
位研究、武者修行、プロジェクトベースリサーチ（PBR；発展型プロジェクトベースラーニ
ング）、ワーキングペーパーといった総合生存学館独自のカリキュラムが、実践科学における
実践の本質である。総合生存学館は、こうした経験を積み、現場で学んだ知恵（修慧）を身
につけたグローバル人材を育成する。

真理追究

現実理解

学際融合専門特化

問題解決

Specialized
discipline

Interdisciplinary

Solu on-oriented

Pursuing truth

Understanding fact

応用科学

純粋科学 複雑科学

実践科学
Implementa on

ComplexPure

Applied

総合生存学館が開拓する
フロンティア

学術フロンティア

学術
（研究・開発）
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第２章　教育

２.１　総合生存学館の教育目的と特徴

　本学の教育研究の質の向上に関する目標の「教育に関する目標」において、「大学院教育
においては、本学の多様な学術的研究を背景とした基盤的・先端的な専門知識を習得し、高
度な専門的能力と独創的な研究能力を備え、国際的に活躍できる人材を養成する」としている。
　総合生存学館（思修館）は、この目標を次のように具体化している。すなわち、複雑多岐
にわたる社会課題を解決し得る国際的に活躍できる指導的役割を担う文理融合型のグローバ
ルリーダー人材には、多様な価値観、広い世界観と見識、確かな哲学と高い志、それらに基
づく柔軟な思考が求められている。そのため、これまでのような細分化された特定の専門分
野ではなく、複合的社会課題を克服するための思想・政策や方法を幅広く探求する学問が重
要である。つまり、人類文明の生存、社会システムの生存、個々人の生存を視野に入れ、高
次元で総合的な文理融合能力及び俯瞰力をもって人類社会の生存を脅かす諸課題の解決方法
を研究し実践する「総合生存学」を修めた人材の養成が急務である。これらを踏まえ、総合
生存学館（思修館）では、「総合生存学」の確立とそれを実践するグローバル人材養成を目
的とする。
　複合的な社会課題の解決に向けてリーダーシップ等主体的に実践力を発揮できる人材の育
成という教育目的を達成するために、文理融合及び研究の社会実装に基づく教育課程を実施
している。５年間にわたるカリキュラムの主な特徴は以下の通りである。

１．前半（１～２年次）において、学生は自らの専門性を深めると同時に、幅広い領域の知識
　　を習得するために、文理にわたる八分野の科目（八思科目）を履修する。
２．総合生存学館では、学生と教員の自由な繋がりによる多様な教育研究を柔軟に行う複合型
　　研究会を設置している。こうした研究会への参加により、学生は一年生の頃から単一研
　　究分野のみにとらわれない幅広い見地と解決策の提案手法の習得能力を獲得している。
３．後半（３～５年次）において、研究の社会実装のために、学生は「武者修行」と呼ばれる
　　海外インターンシップ、及びＰＢＲ（プロジェクト・ベースド・リサーチ）を実施している。
　　ＰＢＲの場合、研究を社会実践につなげるために、学生は自らプロジェクトを企画立案
　　し、行政、企業、市民社会等の主要なステークホルダーを巻き込んで実行する。

２.２　三つのポリシー

　京都大学では、各教育組織においてアドミッション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、ディ
プロ・マポリシーを定めることとしている。総合生存学館のカリキュラムの構成に当たって、
以下のようにこれら三つのポリシーを定めた。

２.２.１　アドミッション・ポリシー

　総合生存学館は、総合生存学における課題解決情報を、机上ではなくその問題が起きてい
る現場に即して創出し、的確に判断・行動できる高度な専門的能力を身につけた人材の育成
をめざしている。文理にわたる幅広い専門的学識を積み重ねることで、多様な専門分野を俯
瞰する力を培う。また、複数教員の指導と助言のもとで研究基礎力を養い、さらに国内外の
社会実践で得られた経験知をモデル化して修得してゆく。あわせて、顕在化している個々の
問題解決にあたるだけでなく、人類や社会システム、地球社会などにおける今日的な問題の
本質を理解して、総合生存学に基づく世界観・人間力・社会力をもとに自ら課題を設定し、
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その解決への営みを通じて、グローバルリーダー等となるグローバル人材を育成する。

１．総合生存学館は、次のような能力、適性、意欲を有する者を求める。
（１）地球規模課題解決のために取り組む研究課題・研究目標を設定できる能力ならびに、
研究をやり遂げる意志・能力および研究を実施するに必要な基礎的能力を有していること。
（２）様々な地球規模課題を解決する強い興味と関心を持ち、自らの将来を計画し、決断、
実行する力を有しているとともに、社会において多様な価値・システムを創造するようなグ
ローバルリーダー等を目指す意欲を有していること。
（３）グローバルに活躍するための基礎となる語学力・コミュニケーション能力を有してい
ること。
２．入学者選抜方法については、筆答試験、口頭試問を中心に書類審査を含めた選考を行う。

２.２.２　カリキュラム・ポリシー

　総合生存学館においては、高い倫理的責任感と自立した研究力、業務遂行力をもつ人材の
育成を目指すことから、自らが解決のために取り組む課題を設定し、テーラーメード型のカ
リキュラムを編成するとともに、５年一貫の博士課程の中間段階の質保証として中間審査
（Qualifying Examination）を実施する。これらのカリキュラム体系については、コースツリー
に示すとともに評価方法をシラバスに明示している。

１．自らの課題に関する博士論文研究を、総合生存学を中心とする、複数の教員による研究
　　指導を受けて実施することを、カリキュラムの中心とする。評価は中間審査（Qualifying
　　Examination）及び最終審査（学位審査）を、所定単位修得情況審査と英語能力の確認
　　及び論文審査によって厳正に行う。
２．現代的社会課題を深く理解し、幅広い領域の専門知識を活用し、解決策を提言できる能
　　力を身に付けるため、文理にわたる八分野（「医薬・生命」「情報・環境」「理工」「人文・
　　哲学」「経済・経営」「法律・政治」「語学」「芸術」）の学修を行う。そのための授業科目
　　の履修については単位認定を行う。
３．研究成果を実践に展開し、幅広い分野で指導的な役割を担うことができる能力を身に付
　　けるため、各界のリーダーとの対話や、社会貢献活動を実施するとともに、複合型研究
　　会（学生と教員の自由な繋がりによる多様な教育研究を柔軟に行うための研究会）にお
　　いて単一研究分野のみにとらわれない幅広い見地と解決策の提案手法の習得能力の獲得
　　につとめ、さらに研究成果の実践への展開のための活動を武者修行（国際実践活動に取
　　りくみ世界視点での自らの位置を見定め、国際的リーダー等としての意識と責任感及び
　　突破力を一体的に育成することを目的する）・PBR（所要の研究とコースワークを活用
　　した実践的教育の集大成として、学生自らが研究を社会実装につなげるためのプロジェ
　　クトを企画立案し、他機関の関係者を巻き込んで実行する）などをカリキュラムとして
　　実施する。特に、グローバル社会における活動ができるよう、英語による活動や海外に
　　おける活動を重視する。各活動については、計画から成果報告を提出させ、発表させる
　　などの方法で評価し、必修科目単位としてこれを認定する。



16 第２章　
教　育

２.２.３　ディプロマ・ポリシー

１．総合生存学館は、原則として所定年限以上在学して別に定める「修了に必要な単位」を
　　修得し、かつ、研究指導を受けた上、本学館の行う博士論文の基準（学位申請者が、高
　　い使命感、洞察力、企画力、人間力を有し、グローバル社会において公共的な使命を果
　　たすに相応しい倫理観と責任感を持っていること。併せて、研究の企画推進能力、研究
　　成果の論理的説明能力、関連する高度で幅広い専門的知識、学術研究における高い倫理
　　性等を備えていること。 学位申請論文が、学術的意義、新規性、先進性、独創性、応用
　　的価値を有していることを要件とする）を満たし、学位審査及び試験に合格し、以下の
　　能力を身に付けた学生に対し、博士（総合学術）の学位を授与する。
　　（１）人類の生存と地球社会の持続に係る複合的な諸課題を解決するため、総合的かつ
　　グローバルな視野から先駆的・独創的な学術研究に高い倫理性をもって自律的に取り組
　　むことができ、優れた研究企画推進力によって新規性、独創性、応用的価値を有する学
　　術的成果をあげることができること。
　　（２）多様な価値基準が交錯する現代社会の地球規模課題を、関連する諸課題を含め、　
　　多元的な価値観を持って深く理解し、文理にわたる複数の学問分野の専門的知識を活用
　　して解決に導く実現可能性のある手段や方法を熟考・評価し、国際社会にて提言できる
　　こと。
　　（３）社会において多様な価値・システムあるいはイノベーションを創成することを目
　　指し、高度で指導的な役割を担うために必要な理論と実践の双方の能力を発揮して、公
　　共的な使命を果たすに相応しい強い倫理的責任感を持ち、グローバル社会において、幅
　　広い分野で主体的に活動することができること。
２．特別の事情がある場合には、２年以上在学して所定の単位を修得し、かつ、必要な研究
　　指導を受けた上、本学館の行う修士論文の審査及び試験に合格した者に対し、修士（総
　　合学術）の学位を授与することがある。

２.３　入学試験

２.３.１　入学試験の概要

　入学試験においては、英語スコア（TOEFL-iBT, IELTS, TOEIC など）、研究テーマや志
望動機、成績表などをもとにする書類選考と、専門科目筆頭試験、面談試験からなっている。

２.３.２　入学試験の志願者数・合格者数の変遷

　総合生存学館の入学試験は夏季・冬季・学内特別選抜試験の三期に分かれている。2020 年
度入学者選抜試験から外国人特別選抜枠を設置した。

表４ 入学試験における志願者数・合格者数
2013 年
（H25）

2014 年
（H26）

2015 年
（H27）

2016 年
（H28）

2017 年
（H29）

2018 年
（H30）

2019 年
（H31）

2020 年
（R02）

志願者数 20 27 26 34 28 37 38 22

合格者数 11 16 12 18 10 22 ※ 20 ※

入学者数 10 16 10 13 9 19 18

※繰上げ合格者 1名含む。

15

11
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２.４　カリキュラム

２.４.１　概要

　総合生存学館は一貫制博士課程であり、修了要件を満たせば、「博士 ( 総合学術 )」の学位
が授与される。2年以上在学して研究指導を受け、一定の条件を満たせば、「修士（総合学術）」
の学位が授与される。
　5 年間にわたるカリキュラムは、大きく分けて、幅広い分野にわたる授業やサービスラー
ニング等を履修しながら特別研究（専門研究）Ⅰ・Ⅱを行う前半と、社会実装を含む総合生存
学研究Ⅰ・Ⅱを行う後半の 2 段階で構成されている。前半は専門性を構築しながら視野を広
げることを主目的とし、後半では自らの専門性をベースとしながら、より「総合生存学」的
な社会実装へ取り組むことになる。前半から後半に進むためには、2 年次末以降に実施され
る Qualifying Examination ( 以下 QE) に合格する必要がある。QE の受験要件は、所定の単
位 ( 必修科目 16 単位以上及び選択科目 14 単位以上の合計 30 単位以上 ) を修得し、必要な
研究指導を受け、合わせて TOEFL-iBT 80 点の語学力を有することである。
　研究指導体制としては、専門分野の特別研究では、本学館の専任教員と学内協力教員、そ
して必要に応じて研究指導委託する研究指導委託教員が協力し、複数指導体制で行う。実験
環境など専門的な施設を必要とする場合には、全学的な支援のもとで研究指導委託教員の研
究環境等を利用して実施する。総合生存学研究Ⅰ・Ⅱでは複数の専任教員が研究指導・助言
に当たる。総合生存学館内には、様々なグローバル課題ごとに文理を横断して複数の分野の
教員や学生が参加する１２の複合型研究会があり、多くの学生が複数の複合型研究会に所属
して、異分野の学生、教員との共同研究に取り組んでいる。
　各学生の出身学部の専門分野を考慮して、1～ 2 年次は通常の研究科における修士課程に
相当する専門科目（選択必修）を履修する。各自の基礎知識や専門性を考慮して、専任教員
がテーラーメイドで履修指導を行い、そのなかで必要に応じて他研究科の提供科目の履修を
アドバイスする。
　さらに 1～ 2 年次にサービスラーニング及び熟議（産官連携特別セミナー）を、3～ 5 年
次に武者修行及び PBR を、それぞれ履修する。また、総合生存学館では国際機関や産官の
学外講師を招聘した国際教育セミナーやワークショップが開催されており、それらを通じて
研究と社会実装をつなげる実践的な学びや、博士論文のための社会実装研究、そして修了後
のキャリアパスにもつながる国際的な人的ネットワークを構築することができる。
　なお、官公庁・企業等に在職している者（給与の支給を受け、職務を免除されている者を
除く。) 及び自ら事業を行っている者などフルタイムの有職者で、計画的に長期履修が可能
な者は、入学決定後に、長期履修を申請できる。審査を経て長期履修学生として履修を許可
された場合、修業年限を 10 年とする。また、入学時に修士号を有している場合、所定のプ
ログラムを履修したのち、審査により最短 3年で博士号の学位を取得できる制度がある。

２.４.２　特徴のある教育

＜テーラーメイド型カリキュラム＞
　受け入れる学生の学問背景や基礎的な専門研究分野が異なり、研究テーマも多岐にわたる
ことから、学生一人ひとりに応じたカリキュラム設計を行っている。経験豊かな複数の教員
の助言を受けながら、５年間の学修計画及び必要な履修科目について、系統的かつ経時的に
検討を行っている。他研究科が開講する専門科目も履修できるよう配慮している。具体的に
は（１）三者（指導する複数教員と学生）面談の定期的実施（２）学生の希望にあわせた履
修科目内容の選択（３）武者修行時期の選択　などである。
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＜合宿型研修施設＞
　京都大学伝統の対話型高等教育研究を実施するため、学生が研究と学習に集中できる日常
生活の場として、また熟議や講義のための場として整備しているのが、総合生存学館独自の
教育環境である合宿型研修施設である。学生はこの合宿型研修施設に入り、異文化および異
分野出身の学生と５年間にわたる共同生活を送る中で、交流と対話を通して互いに研鑽を重
ねていく。
  合宿型研修施設は、京都大学吉田キャンパス内（医学部構内）の鞠小路通に面した敷地に
第一研修施設「廣志房（こうしぼう）」と第二研修施設「船哲房（せんてつぼう）」、それに
東一条館の３階に第三研修施設の３施設がある。施設内にはたくさんの芸術作品も収蔵され、
日本文化の中心都市「京都」に培われ受け継がれてきた多様な芸術と伝統を日々の暮らしの
息吹に感じて、思索と学習、研究に挑む環境が創り上げられている。

＜複数指導教員制度＞
　様々な分野の基礎を習得し、より広い視野から課題解決の方法論を研究することができる
ように、専任教員をはじめ、学内他研究科及び研究所の教員からの協力を得て、複数の指導
教員体制を構築し、学生の教育研究を支える。入学が決まると、総合生存学館の専任教員の
中から学生に希望や専門分野を考慮してまず一人の指導教員が決まり、その指導教員と相談
しながら、必要に応じて他研究科等の研究指導委託教員等を決めて行く。
　また、総合生存学館には様々な社会課題に対応した分野横断型の複合型研究会がいくつも
作られている。一つの研究室に所属する通常の研究科と違い、学生は自らの関心に応じて複
数の研究会に所属し、指導教員以外にも様々な教員や異分野の学生との交流を通じて幅広い
学びを得ることができる。

＜複合型研究会＞
　総合生存学館は京都大学の最も新しい大学院であり、グローバル問題やユニバーサル問題
について、分野横断・文理融合アプローチを用いて、解決策を提言するだけでなく社会実装
すべく実践的な研究に取り組んでいる。また、総合生存学は、従来のように教員から学生へ
一方的に知識を授けるのではなく、学生とともに創る新しい学問でもある。
　総合生存学館は京都大学の最も新しい大学院であり、グローバル問題やユニバーサル問題
について、分野横断・文理融合アプローチを用いて、解決策を提言するだけでなく社会実装
すべく実践的な研究に取り組んでいる。また、総合生存学は、従来のように教員から学生へ
一方的に知識を授けるのではなく、学生とともに創る新しい学問でもある。
　しかしながら、個別の学問分野で研究してきた教員が分野横断・文理融合アプローチを用
いることは簡単ではない。そこで、総合生存学館では、課題ごとに設定された、専門分野の
異なる複数の教員が共同で学生とともに教育研究に取り組む複合型研究会という新しい仕組
みを実践している。複合型研究会は、教育研究上の目的に応じて、組織の改編を柔軟に行う
ことができる。この複合型研究会では、従来の研究室とは異なり、学生は複数の研究会に所
属でき、新規参加・脱退も自由である。
　下記 12 の複合型研究会のほか、メタ研究会との位置づけで、個別課題の解決策間のトレー
ドオフを研究する場、教員と学生の交流・意見交換の場として、総合生存学研究会を設置し
ている。

● 環境災害研究会
● ネットワーク社会研究会
● 生の哲学研究会
● 持続可能な経済研究会
● 国際開発研究会
● 生涯発達と社会包摂研究会
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● 資源・エネルギー政策研究会
● 未来智慧研究会
● レジリエント社会創造研究会
● グローバルコモディティ問題研究会
● アートイノベーション研究会
● 相互依存下の国際政治経済研究会

＜サービスラーニング＞
　１～２年次の間に、京都市近隣の福祉施設等、学外機関の協力のもと、サービスラーニン
グを実施する。地域コミュニティにおける実践的な学びを通じて、様々な立場と視点および
文化・社会習慣を理解し、規範意識と社会性、他者を思いやる心と行動力を兼ね備えたリー
ダーにふさわしいマインドを育成することを目的とする。サービスラーニングは主としてこ
れまでも協力頂いていた京都市近隣の福祉施設等で行うが、審査により認められる場合、国
外での活動を含めて、学生が自主的に計画したボランティア活動等をサービスラーニングと
して行う。

＜熟議（産官連携特別セミナー）＞
　１年次配当科目で、社会の様々なセクターで活躍しているトップリーダーと徹底的な議論
を行うセミナーである。実社会の様々な課題に関するディベートなどを行うことにより、問
題意識の育成と深掘りを図る。国際機関、行政機関、企業、NGO など様々な分野からの学
外講師を総合生存学館特任教員として招聘している。

表５ 熟義講師一覧

年度 2013 年
（H25）

2014 年
（H26）

2015 年
（H27）

2016 年
（H28）

2017 年
（H29）

2018 年
（H30）

2019 年
（R01）

熟議講師
特任教授 堀場 雅夫 堀場 雅夫 堀場 雅夫 堀場 厚 堀場 厚 堀場 厚 佐山 展生

武田修三郎 武田修三郎 武田修三郎 武田修三郎 武田修三郎 安田 貴彦 安田 貴彦

西本 淳哉 西本 淳哉 西本 淳哉 Azny Brown Azny Brown Ralf
Bebenroth

Ralf
Bebenroth

小野 元之 小野 元之 小野 元之 薬師寺克行 薬師寺克行 山脇 岳志 山脇 岳志

森 雅彦 森 雅彦 森 雅彦 森 雅彦 森 雅彦 森 雅彦 森 雅彦

有本 建男 有本 建男 有本 建男 有本 建男 有本 建男 有本 建男 有本 建男

西川 伸一 西川 伸一 西川 伸一 西川 伸一 西川 伸一 中村 和男 中村 和男

小寺 清 小寺 清 小寺 清 久能 祐子 久能 祐子 久能 祐子 久能 祐子

清水 潔 清水 潔 清水 潔 千 玄室 千 玄室 千 玄室 千 玄室

福島 伸一 松浦晃一郎 松浦晃一郎 加藤 秀樹 加藤 秀樹 加藤 秀樹

小島 順彦 中谷 日出 中谷 日出 中谷 日出 中谷 日出 中谷 日出

文晴月望文晴月望文晴月望文晴月望文晴月望

洋原藤洋原藤茂身尾茂身尾一行仲今

下野 雅承 下野 雅承 下野 雅承 山崎 節子 山崎 節子 山崎 節子

今村 務 今村 務 今村 務 奥 正之 奥 正之 奥 正之

徳永 保 徳永 保 徳永 保 田中 伸男 田中 伸男 田中 伸男

松田 悠介 松田 悠介 松田 悠介

特任准教授 早渕百合子 早渕百合子 早渕百合子 山崎 直子 山崎 直子 山崎 直子

松田 悠介 松田 悠介
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＜総合学術基盤講義「八思」＞
　総合学術基盤講義は８つの分野「八思」から構成され、様々な分野を俯瞰的に見通し、総
合化できる能力などを支え、国内外のリーダーと十分に討議できる知識と提案力の基盤を育
成する。 八思は人文・哲学、経済・経営、法律・政治、語学、理工、医薬・生命、情報・環境、
芸術からなり、学生は自分の専門分野に最も近い分野以外の７つの分野から、指導教員と相
談しながら講義を選択して履修する。

＜武者修行＞
　社会課題が生じている現場で実践的に活用できる知識と経験を習得するため、４～５年次
に「武者修行」と称して国際実践活動に取りくむ。世界視点での自らの位置を見定め、国際
的リーダー等としての意識と責任感及び突破力を一体的に育成することを目的としている。
また国際的に通用する総合力、社会性の育成、リーダーシップ等の実践能力の増進を図る。
2013年度カリキュラム（旧カリキュラム）では9ヶ月以上、2018年度カリキュラム（新カリキュ
ラム）では 6ヶ月以上の海外渡航を義務付けている。
　武者修行の派遣先は、国際機関や企業等、個々の学生が自らの関心に合わせて希望する機
関を探し、指導教員や学館のサポートのもと、インターンシップ受入れの交渉等を行う。研
修に至るために、大学院総合生存学館の教員が積極的に先方機関と交渉を行い、部局間協定
や、それが発展して全学間協定を結んだ機関も多い（UNESCO, UNDP, FAO, UNEP, OECD）。
また、指導教員は派遣先の選択や受け入れの交渉の支援だけでなく、派遣中もメールやイン
ターネット会議等で日常的に連絡を取り、必要に応じて現地訪問指導を行うこともある。派
遣のためのファンディングを自ら獲得することが奨励されるが、それが獲得できない場合は
学館からも渡航費と一定の滞在費の補助がある。これまでの派遣先の例には、国連や IEA、
OECD 等の国際機関、企業、NGO などがある。原則は海外の機関であるが、留学生に関し
ては日本国内での武者修行が認められることもある。
　この研修では、基本的に先方機関の上司が学生を直接指導し、かつ学生は場合によっては
研究員、あるいは国連等の機関の場合選考を経ての正式インターンとして採用してもらって
いる場合が多い。なかには、半年ないしそれ以上の研修を受けたのち、国連などの受託業務
を受け入れて報告書などを記載している例がある（FAO 等）。さらには、海外武者修行を通
じて実際に国連機関に就職した例もある（FAO、WIPO）。

2019

CSER-Cambridge(
),

2018.11.1-2020.9.30 Space Weather Disaster and
Satellite System

, 2019.8.5-2020.2.7 Development research and
services
For multi-advanced Analysis
technology

OECD , 2019.4.1-2019.9.30

ILO( ), 2019.2.18-2019.8.4 Decent Work Team for East
and South-East Asia and the
Pacific

Health Enterprise East Ltd., 2019.4.1-2020.2.28
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2018

European Regional Centre for Ecohydrology of

the Polish Academy of Sciences,

2018.6.15-2018.12.1

6

Freshwater spring indicator

taxa of benthic invertebrates

FAO , 2018.6.1-2019.4.29

2018.12.1-2019.4.30

IEA , 2018.3.30-2019.3.15

UNDP , 2018.9.26-2019.3.25 Assessment of Rural
Electrification in Kenya and
Sub-Saharan Africa

UNDP , 2018.6.18-2018.10.3
1

UNDP , 2018.11.15-2019.2.1
5

Hopkins Marine Station of Stanford University, 2018.9.15-2019.9.1

sustainable tourism
TERC-UC Davis(

)

,
2018.4.1-2018.9.29

2017

Creativ-Ceutical, 2017.5.22-2018.2.17

GCI The Getty Conservation Institute , 2017.4.10-2018.1.31

IEA , 2017.4.1-2017.9.30

OECD , 2017.10.1-2018.3.15

UNEP , 2017.5.22-2017.11.1
7

IWA , 2017.11.20-2018.3.2
3
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TSRI The Scripps Research Institute , 2017.4.1-2018.1.31

UNESCO , 2017.4.18-2018.2.15

UNESCO-IICBA

,

2017.4.10-2017.8.31

2017.10.16-2018.2.1

6

2016

ACER Australian Council for Educational

Research ,

2016.8.15-2017.3.24

IEA , 2016.4.11-2016.9.2

UNDP , 2016.10.1-2017.2.20

IWA , 2016.4.18-2017.2.24

UNDP , 2016.6.1-2016.11.30

PUC Paanyasastra University of

Cambodia ,

2016.12.1-2017.1.31

UNDP , 2016.4.18-2017.1.16

WIPO , 2016.5.1-2017.4.24

2017.4.20-2018.2.23Lawrence Berkeley National Laboratory,



第２章
教　育 23

Research Organisation ,

ERIA

,

2015.7.2-2016.3.27

FAO , 2015.3.16-2016.3.1

IEA , 2015.3.16-2015.8.21

OECD , 2015.9.1- 2016.2.29

ESCOs

2015

CSIRO Commonwealth Scientific and Industrial 2015.6.20-2016.3.21
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5

2016

/

(Global Challenges Division, World Intellectual Property

Organization)

12 2016 5 1 2017 4 30

WIPO GREEN WIPO Re:Search

NGO

2016

/

UNDP )

9 2016 4 18 2017 1 18

5 9



第２章
教　育 25

2015

/

FAO Food Safety and Quality Unit AGDF

12 2015 3 23 2016 2 28

5 1~3
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２.５　学位授与

２.５.１　学位授与者数

　総合生存学館では 2018 年 3 月に大学院として設置後初めて 5 名の学生に対し、博士（総
合学術）の学位を授与した。2019 年 3 月には 3 名の博士学位授与を行い、2020 年 3 月には 6
名の博士学位授与を行った。なお、2012 年に思修館プログラムとして、他研究科の学生を受
け入れた。それらの学生のうち３人は、それぞれの研究科から、博士課程教育リーデイング
プログラム「京都大学大学院思修館」を修了したことを付記した学位記が授与されている。

２.５.２　学位授与の条件

　大学院総合生存学館では、（１）査読付き論文１本以上（２）武者修行に伴うワーキングペー
パー１本以上を学位授与の最低条件としており、その前に（３）所定単位取得（４）語学力
達成（５）所定課題達成　が前提となる。
　総合生存学館の学位授与基準として、学修要覧に以下のように定めている。
　総合生存学は、複合的社会課題を克服するための思想・政策や方法を幅広く探求する総合
学術であり、「人類と地球社会の生存」を目標として、関係する諸学問体系の「知」を結び付け、
編み直し、駆使して複合的な社会課題の発掘・分析と定式化・構造化を行い、社会実装まで
の公共化を対象としている。
　こうしたことを前提として、総合生存学館における博士学位論文の審査に当たっては、学
位申請者及び当該学位論文について、以下の事項を満たすことを要件とする。

1) 学位申請者が、高い使命感、洞察力、企画力、人間力を有し、グローバル社会において公
共的な使命を果たすに相応しい倫理観と責任感を持っていること。併せて、研究の企画推進
能力、研究成果の論理的説明能力、関連する高度で幅広い専門的知識、学術研究における高
い倫理性等を備えていること。

2) 学位申請論文が、学術的意義、新規性、先進性、独創性、応用価値を有していること。

表８ 学生の在籍者数及び修了者数（2020 年 1 月現在）

在籍
総合生存学館 在学生
(思修館プログラム)

思修館プロ
グラム学生
(他研究科) *

修了生
(他研
究科)*

総合生
存学館
修了生

博士
（総合
学術）

学年
１
年

２
年

３
年

４
年

５
年

L5
(５年生)

合計

合計 20 23 11 5 12 1 72 3 8

男 11 12 4 3 6 1 37 2 7

女 9 11 7 2 6 0 35 1 1

留学生 10 8 3 2 2 0 25 1 1

京大出身者 1 4 2 1 4 1 13 1 3

社会人経験者 7 4 2 1 3 0 17 0 2

* 思修館プログラム１期生（2012 年履修開始）の分
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　なお、ディプロマポリシーに記載されているように、特別の事情がある場合には、２年以
上在学して所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、本学館の行う修士論文
の審査及び試験に合格した者に対し、修士（総合学術）の学位を授与している。表７に学位
授与数を示す。

表９ 学位授与数

学位種別名 修士 課程博士 総計

学位授与年月日 件数 件数 件数

9932/30/7102

1152/90/7102

2018/03/26 9 5 14

3352/90/8102

3352/30/9102

2242/90/9102

2020/03/23（予定） 13 6 19

総計 37 14 51
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博士課程教育リーディングプログラム事後評価結果

機関名 京都大学 整理番号 A01
プログラム名称 京都大学大学院思修館

プログラム責任者 北野 正雄

博士課程教育リーディングプログラム委員会における評価

[総括評価]

[コメント]

計画どおりの取組が行われ、成果が得られていることから、本事業の目的を達成できたと評価
できる。

リーダーを養成するための学位プログラム、体制等の構築については、文理融合、トランス
ディシプリナリを特徴とし、人類と地球の生存に関する複雑かつ複合的な諸問題の解決を図る
総合的学問として「総合生存学」を提唱し、それを基盤にして八思、熟議等のカリキュラムに
よって幅広い知識を涵養し、俯瞰力を養うとともに、国内外インターンシップや学生が主体的
に問題設定、企画を行うプロジェクトの実践等を通じて実践力を付け、社会的課題を解決して
いく人材を育てようとする学位プログラムが構築されている。特に、海外での武者修行の経験
等によりプログラム学生のグローバルリーダーとしての自己形成に大きな効果をあげている点
は評価できる。また、産業界や行政機関、国際機関との協力体制が構築されているほか、研修
施設等の整備が充実している点も評価できる。
修了者の成長とキャリアパスの構築については、多様な問題意識を持った学生同士が切磋琢
磨しつつ、学問的バックグラウンドを構築し、海外の現場で経験を積むことにより、柔軟で強
靭な実践力を蓄え、国際的に活躍できる人材として成長しており、国際機関等との協働やベン
チャー企業の立ち上げなどを通して、自分に適した多様なキャリアパスを見出している点は評
価できる。
事業の定着・発展については、7年をかけてプログラムは徐々に充実し、本プログラムに対す
る学内のサポート体制及び学外のネットワーク体制も構築され、定着してきている様子がうか
がわれ、プログラム継続のための資金的裏付けも準備されつつある点は評価できる。その一方
で、学位取得要件に柔軟性を持たせてその普遍化を図ることや、「総合生存学」の学理を体現
した指導教員の育成・研修並びに相互理解の増進、入学者選抜の際の適性の見極めなどについ
ては、今後一層の努力が期待される。また、京都大学では本プログラムをはじめとする博士課
程教育リーディングプログラムを踏まえ、「国際高等教育院」に大学院共通科目が既に開講され
るなど、大学院教育改革への今後の波及効果が期待される。

プログラムコーディネーター 川井 秀一

２.６　博士課程教育リーディングプログラムとしての事後評価結果

　平成 29 年度に終了した博士課程教育リーディングプログラム「京都大学大学院思修館」
に対して事後評価が行われた。その結果を以下に示す。総括評価はいわゆる「Ａ」評価であり、
「計画どおりの取組が行われ、成果が得られていることから、本事業の目的を達成できた
と評価できる。」とされた。



思修館国際シンポジウムでポスター発表する学生たち
（左上：2019年、右上：2018年、左下：2017年、右下：2016年）
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第３章　研究

３.１　総合生存学館の研究目的と特徴

　総合生存学館は、人類社会の生存と未来開拓のために、多様な価値観、広い世界観と見識、
そのバックグラウンドである確かな哲学と高い志、それらに基づく柔軟な思考を併せ持つ、
グローバル人材育成を目的としている。このため、これまでのような細分化された特定の専
門分野ではなく、複合的社会課題を克服するための思想・政策や方法を幅広く探究する学問
が重要である。
　総合生存学館における研究目的は、人類文明の生存、社会システムの生存、個々人の生存
を視野に入れ、高次元で総合的な文理融合能力及び俯瞰力をもって人類社会の生存を脅かす
諸課題の解決方法を研究し実践する総合学術としての「総合生存学」を確立することである。
　この総合生存学館の研究目的は、京都大学の基本的な目標である「多元的な課題の解決に
挑戦し、地球社会の調和ある共存に貢献する」ため、「世界的に卓越した知の創造」を目指
すとともに、「基礎研究と応用研究、文科系と理科系の研究の多様な発展と統合をはかる」
ことを、より一層課題に即し、実践的に深めるものである。また、教育研究等の質の向上に
関する目標にある「学問体系の構築」、「先端的、独創的、横断的研究」の推進を具体化した
ものと位置付けられる。
　以上のような研究目的と特徴を踏まえて、学館及び各研究者にあっては、目的・方法など
の異なる分野や領域を超越して研究を推進することとしている。研究の推進体制は、個別の
研究室で行うものとは大きく異なり、教員と学生が協力して開催する総合生存学研究会で自
由参加型の議論を行い、個々のグローバル問題については、グリーンエコノミー研究会、環
境防災研究会など、さらに横断的・基盤的課題については、生の哲学研究会やネットワーク
社会研究会など、複合型研究会で進める。

３.２　学生の研究

３.２.１　アドミッション・ポリシー

　学生の研究内容は多岐にわたる。博士学位論文の提出者、分野と研究テーマを表８に示す。
博士論文は、平成 29 年度、30 年度にそれぞれ、５人、３人から提出があり、８人に博士（総
合学術）の学位を授与した。これら８人の学生は、すべて、就職しており、その就職先は、
表９に示す通りである。
　令和元年度は、６人が提出し、現在、調査委員会で調査中である。３年間に提出された 14
件の論文を、八思分野で分類すると、人文・哲学５件、医薬・生命４件、経済・経営３件、法律・
政治１件、情報・環境１件となる。理工、語学、芸術の分野からいまのところ０件である。
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Foreign Direct Investment in Renewable Energy in Developing Countries

An Assessment of Civic Scientific Literacy and Its Long-Term Formation

The Legal Structure of Global Administration for the Realisation of the
Human Right to Water

(Dialogue in
Self-Help Group)
An Integrated Approach to Combat Diseases of Poverty: Malaria as an
Example

Local Redox Imbalance Induced by Intraorganellar Accumulation of
Misfolded Proteins

Application of Mirror-image Screening Technology by Expansion of
Bioassay Systems and Chiral Resources

Effects of Competence-based Curriculum in Secondary Education:
Focusing on critical thinking and career development of Rwandan
students

A Study on the Method of Policy
Design for Sustainable Energy Systems: Implications from the Case of
Japan
Key Elements of Spring Research and Conservation : Biological
Indicator, Habitat Classification and Assessment

An Evaluation of Rural Electrification Using a Sustainability Assessment
Framework: The Case of Kenya

(Conservation of Archaeological Sites with Local
Communities: Mitigating Salt Deterioration through Environmental
Control and Implementing Social Cooperation)

Synthetic Constitution and Modulation of Microbial Metabolic
Systems for Advanced Biochemical Generation
A Consideration of Applying Collective Impact Framework to
Sustainable Tourism: The Case Studies in California, United States and
Iriomote Island, Japan
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2018/03/26

2018/03/26

2018/03/26

2018/03/26

2018/03/26 WIPO

2019/03/25

2019/03/25

2019/03/25 JX

３.２.２　修士論文

　表７に示したように、令和元年 9 月までに、24 人の学生に修士（総合学術）を授与した。
修士論文の題目を表 10 に示す。
５年一貫制の博士課程において、修士の学位を出す意味は、以下のようである。

（１）海外機関にインターンシップや武者修行のために渡航する際に、受け入れ機関に滞在
する条件として、修士の学位を有していることが求められることがあるため。
（２）５年一貫制の博士課程の途中で、休学したり退学したりして就職をする場合に就職先
が修士の学位を条件として要求する場合があること。
（３）５年一貫制の博士課程の修了が不可能である見込みの場合に、せめて修士の学位を取
得して退学したいという本人の希望があるため。

　５年一貫制の博士課程であるから、途中で修士の学位を取得することは必修ではない。む
しろ、計画的に５年間の履修計画を定め、５年で博士（総合学術）を取得するのが、本来の
姿である。
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(Study on
Cost Distribution Principle for Climate Change Policy: Perspective on
Political Philosophy)

(Sustainable Development in
Developing Countries: Case Study of Renewable Energy Promotion in
Vietnam)

(Analysis of cellular toxicity induced by accumulation of abnormal
protein in organelles)

(Theory and Practice of Public Philosophy: The Implication of
Hannah Arendt’s Sensus Communis)

(Motivation of Students in Rwanda for Learning English:
Focusing on Effects of Change in the Medium of Instruction)

(Molecular
breeding of yeast, Saccharomyces cerevisiae, for efficient ethanol
production of cellulose and hemicellulose derived from marine biomass)

(Study on Chemical Substances Distribution from
Non-point Sources in Oba River Bio Park Treatment Facilities and the
Catchment Area)

(A Research on
the Policy Process of Feed-in Tariff in Japan)

1960
(The History of Land Use in Iriomote Island form the 1960 and Its

Sociocultural Background)

(The Impact of Introduction of
Community Policing and the Social Capital to the Safety and Security)
Space Weather Prediction by the Ground-based Telescopes

(Developing Detection Method of
Geothermal Altered Minerals in Vegetation Areas by using of Linearity
of the Reflection Spectrum from Remote Sensing)

(International Comparison on the Composition of
Payers for Transportation Improvements Considering the Transition in Its
Financial Systems)
Evaluation of Pyrrole-Imidazole Polyamides Targeting RUNX Binding
Sites RUNX

Freshwater spring indicator taxa of benthic invertebrates

A study on Internet addiction and its influence on acculturation of
international students in Japan
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-
(Development of Weather

Derivatives to Hedge the Business Risk.-Based on Empirical Research of
Kansai Electric Power Co., Inc. and Hokkaido Electric Power Co., Inc.)

-

QOL - (A Study on the Social Welfare for the
Persons with Disabilities in an Extremely Aged Society: With Special)

-
- Singularization of Food Waste: Activities of Food Bank

Recipients and Organizations in Kansai Region, Japan
An Assessment of Rural Electrification in Kenya

2015 18
(Modeling of Extreme Freshwater

Discharge and Influence from Japanese First-Class Rivers to Coastal
Zones)

(Multinational Enterprises and International taxation: A study of treaty
shopping)
The Influence of Self-Referential Processing on Memory Following
Attention Orienting

Japanese Elementary School Students’ Motivation to Learn English

A Study on the Effect of Photo-Shooting in Cultural Experience: A Flow
Theory Perspective

Work Experience
A Study on“Work Experience

Education”School Student in India :From the Perspective of Woman
Empowerment

Study on
scientific communication to low awareness groups

An Application of Positive
Psychology to Educational Settings: A Case Study in One Australian
School
Blockmodeling of Determinants of Attitudes towards Immigrants, in East
and Southeast Asia: Similarities, Determinants, and Dependencies

Rethinking
The Malapportionment problem: Proposal of Representativeness
Index

:
Local Residents’ Responses

and Rehabilitation in a Flood-Prone Area: A Case Study of Heavy
Monsoon and Flood Disaster in Sri Lanka
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Rights Law
:

Network structure of traditional craft industry in Kyoto and the
potential application of blockchain technology

Affectivity and Survivability: An Analysis of Michel Henry’s
Phenomenology of Life and Culture

Internally Displaced Persons and
Their Support: A Case Study of Monastic Education Schools in
Mandalay, Myanmar

Gods in the Trees: Case Study of Japan’s Sacred Forests and Their
Significance for Sustainable Development

2 A Study on the Relationship between
Curiosity and Cognitive Function in Infants: An Examination from Two
Factors Exploratory Behavior and the Subjective Assessment of
CUl'iosity
Study on the Fulfilment of Economic and Social Rights of Displaced
Syrians in Turkey: The Right to Health under International Human
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３.３　教員の研究

３.３.１　専任教員の研究概要

　以下、所属する 12 人の専任教員（2020 年 3 月末現在）の研究・活動概要を示す。

　水文学、水資源工学、極値統計学を専門分野として、我が国における水災害の防止軽減の
ための技術開発と普及、社会の防災力向上のための防災教育や啓発活動、水及び防災に関す
る国際組織における貢献などの功績において顕著なものがある。1994 年から国連防災の十年
（IDNDR）の活動に参加し、インドネシア東ジャワをフィールドとして、洪水災害、河川災
害の問題に取り組んだ。1996 年からユネスコ国際水文学計画（IHP）に参加し、毎年、アジ
ア太平洋地域で IHP の政府間会合及び学術シンポジウムを地域内で開催してきた。IHP 政府
間理事会副議長、IHP 東南アジア太平洋地域運営委員会事務局長及び議長を務めた。2018 年
4 月に京都大学に水・エネルギー・災害研究に関するユネスコチェア（WENDI）を設立した。
防災研究所（工学研究科）の教授として、学位論文の主査を務め、48 人（うち 13 か国から
35 人の留学生を含む）に博士（工学）の学位を授与した。

１．従来の主な研究業績

（１）水文頻度解析に関する研究
　河川整備基本方針及び河川整備計画を立案する際、また、水工構造物の設計を行う際には、
雨量や河川流量などの水文量に関わる過去の水文極値データを確率統計解析し、所定の再現
期間に相当する確率水文量（100 年確率流量など）を求め、計画値・設計値とする。これら
の基本量を客観的に決定する技術を提案した。標準最小二乗基準（SLSC）やジャックナイ
フ法として知られるこの技術は、河川法が改正された平成 9 年前後から日本全国の河川に適
用されることとなり、我が国の治水において顕著な貢献をなした。改正河川法における我が
国の治水行政の透明性・客観性を確保し、住民に対する説明責任を果たす上で極めて有意義
な技術を提供した。その貢献により、土木学会より論文賞を受賞している。その後、河川砂
防技術基準の改定委員会の委員として加わり、調査編（平成 24 年 6 月）の改定に大きく寄
与した。

（２）流域水文モデルと洪水予測に関する研究
　河川流域の地形に関する国土数値情報を水文地形解析や降雨流出解析に応用する研究を昭
和 50 年代（1980 年頃）から先駆的に始めた。人工衛星リモートセンシングによって得られ
る土地利用・土地被覆や標高などの空間情報、さらには、レーダー雨量計によって得られる
降雨の空間分布情報を併せて利用し、河川流域の分布定数型水文モデルの構築と洪水予測手
法の開発を行った。洪水予測手法においては、時々刻々の気象・水文観測情報を利用し、流域

1981.4-1990.3
1990.4-1994.3
1994.4-1998.10
1998.11-2018.3
2018.4- 

学位
工学博士  京都大学 1990 年
工学修士  京都大学 1981 年
経歴

京都大学　（工学部土木工学科助手）
岐阜大学　（工学部土木工学科、1992.11-1993.9 文部省在外研究員（コーネル大学））
京都大学　（防災研究所助教授、1998.3-5 文部省在外研究員（英・蘭・独））
京都大学　（防災研究所教授、2015.4-2017.3 防災研究所長）
京都大学　（大学院総合生存学館教授、2017.4-2021.3 大学院総合生存学館長）

寶　　馨 教授（学館長）
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の雨水貯留量などを状態変数として、カルマン・フィルター理論を応用したリアルタイム洪
水予測手法を開発した。淀川流域の分布型洪水予測モデルの開発に関する研究により、土木
学会論文賞を受賞している。

（３）防災技術政策に関する研究
　国及び地方自治体等の防災関連の各種委員会に所属し、我が国の防災行政に種々の助言を
与え、その発展に寄与した。文部科学省においては、防災科学技術委員会の委員を 5 期にわ
たり務めており、我が国の防災の研究開発に貴重な助言を与えている。また、宇宙開発委員
会及び地球観測推進部会においては、防災を専門とする立場から我が国の地球観測の実施方
針などについて意見を述べている。国土交通省においては、上述（１）(２)の技術的貢献に加え、
河川整備計画の策定、水害に強い地域づくりに貢献してきた。さらに、琵琶湖の水位操作に
よる水位の変動が生態系に与える影響を調査する委員会の主査を務め、洪水・渇水災害防止
と環境との関係について助言を与えている。滋賀県においては、多数の河川の整備計画や洪
水ハザードマップに関する指導を行ってきた。兵庫県・武庫川の河川整備計画や表六甲の多
数の都市河川、大阪の低平な都市河川流域の洪水対策に助言を行った。福井県敦賀市の洪水
ハザードマップの策定についても検討委員会の委員長を２度にわたり務め、策定と改定に大
きく貢献した。全国各地で防災・減災に関する市民集会等で講演・パネルディスカッション
等を多数行い、社会や地域住民の防災意識の向上・啓発に努め、防災教育の推進に大きく
貢献した。

２．総合生存学の確立につながる学際研究、国際共同研究等

（１）災害リスク及びレジリエンスに関する研究
　2015 年 3 月に行われた第３回国連防災世界会議（仙台）で参加各国により合意された仙台
防災枠組（SFDRR2015-2030）において、４つの優先行動の第１番目が「災害リスクを理解
すること」とされた。災害リスクとは何かをまず知って、それを防止・軽減する必要がある
ためである。［災害リスク］=［ハザード］×［暴露］×［脆弱性］と表される。ここで、ハザー
ドとは災害原因事象であり、災害の発生機構を知るため地球物理学的アプローチが必要であ
る。一方、暴露は被災しうる人・資産、脆弱性は人や社会の災害に対する備えの有無を表す
ものであり、人文・社会科学的知見が必要である。このような災害リスクを軽減するためには、
様々な工学的あるいは社会的な対策が必要となる。また、いったん被災してもなるべく早く
復旧・復興する「レジリエンス」という考え方も重要である。まさに学際的な総合生存学で
取り扱うべき課題である。

（２）地球環境問題及び気候変動に関する研究
　気候変動は、地球上の水・エネルギー循環に大きな影響を与える。豪雨の発生頻度が高ま
り洪水・土砂災害の危険性が高まる一方、熱波・旱魃による被害も拡大傾向にある。火山噴
火や森林火災による大気汚染が人の健康にも影響を与える。こうした広域に波及する災害・
健康問題は学際的であり、国際共同研究にもふさわしい。気候モデルによる全球データを用
いて熱波、寒波などの広範囲の異常気象を検出する手法を開発し、将来の地球環境と災害の
予測を行うことを考えている。こうした地球と人間との関わりを扱う地球人間圏科学の入門
書により、日本環境共生学会から著述賞を受賞している。
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　地球環境工学、水文学を専門分野として、洪水や土砂災害のシミュレーション、放射線汚
染物質のモニタリングによる防災、及び環境保全に取り組んでいる。国際機関での研究期間
には、ラプラタ川流域ワークショップの設立に貢献し、2015 年から 2 年間に渡り、ユネスコ
IHP 国際水質イニシアチブ（IIWQ）専門家諮問グループの議長を務めた。現在は、地球の
水資源評価で開発してきた技術を適用し、太陽系内・系外惑星を対象とした「惑星水文学」、
そしてさらにその先の太陽系外に「液体の海」が確認される未来を見据えての「惑星海洋学」
の確立を目指して研究を行なっている。さらに恒星フレアの影響による太陽系外惑星のハビ
タビリティー評価、太陽粒子線 (SEP) による航空機への被ばく影響の評価なども行なってい
る。

１．従来の主な研究業績

(1) 地球規模の水資源質的評価
　地球環境監視システム (GEMS/Water) 観測データの収集、また全球水資源農業モデルを通
じて、地球規模の水資源の現況評価を行っている。また、Biwa-3D などの閉鎖性水域水質予
測モデルを通じて、世界の湖の質的変化の研究を推進している。

(2) 土石流災害に関する予測技術の開発
　豪雨発生から土石流発生までの一連の予測技術である水文土石流モデル Hydro-debris 2D
を開発し、急勾配水路を用いた実験と、高速計算機を用いた数値解析を進めている。

(3) 陸域海洋相互作用
　2014 年に Scientific Reports 誌に発表された論文 ((1) Yamashiki et al. 2014) は、阿武隈川
流域におけるフィールド調査を通じて福島第一原発事故に関わる陸域から海洋への放射性物
質の定量評価を世界で初めて行ったもので、陸域から海洋への放射性物質の輸送は主に粒子
態により輸送され、そのほとんどが台風による増水時期にもたらされることを明らかにした。
朝日新聞などに紹介され、論文の被引用数は 2020 年月 3 時点で Web of Science 77 編で、
Nature Asia の注目の論文にも選定された。2015 年に Scientific Reports 誌に発表された論文
((2) Adhiraga et al. 2015) では、阿武隈川流域から海洋に流出する放射性セシウムの総量を数
値計算により予測した。2018 年に Scientific Reports 誌に発表された論文 ((3) Dunne et al. 
2018) においては、福島第一原発周辺地域の長寿命核種の調査を行い、ブリストル大学との
共同調査により超微量分析 (Ultra-trace) によって、福島第一原発由来のプルトニウムが、従
来の研究で示されたよりも遠くまで到達していたことがわかった。その中で特に二つのサン
プルは、同位体比解析により３号機の爆発に由来するものであることを示した。
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2013.4-2014.9
2014.9-

学位
博士（工学）京都大学 1999 年
修士（工学）サンパウロ大学 1994 年
工学士  京都大学 1990 年
経歴

国連環境計画　技術・産業・経済局 国際環境技術センター 協力企画官
京都大学大学院工学研究科　助手
日本大学理工学部土木工学科　講師・准教授
東京大学講師理学部（上記職と併任）
京都大学防災研究所　社会防災研究部門 防災技術政策　准教授
京都大学大学院総合生存学館総合生存学専攻　准教授
京都大学大学院総合生存学館総合生存学専攻　教授 ( 現職 )

山敷　庸亮 教授（副学館長）
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(4) リモートセンシング技術を用いた地球水資源評価
　衛星画像情報を用いた淡水域の水質観測技術の開発を行なっており、琵琶湖の水草の定量
化および分類に人工衛星によるリモートセンシング技術が応用できることを初めて明らかに
した ((4) Shweta et al. 2017)。これは JAXA・琵琶湖環境科学研究センター・工学研究科と共
同研究として継続中である。

２．総合生存学の確立につながる学際研究、国際共同研究等

恒星フレアの太陽系外惑星への惑星居住性評価
太陽型恒星でのスーパーフレアの発生頻度とエネルギーおよび極紫外線を考慮した惑星放射
線環境と大気散逸の定量的評価を世界で初めて行った。また、フレアにより放出される高エ
ネルギー宇宙放射線によって起こりうる地表面での被ばく量は、惑星が地球と同じ大気圧を
備えている限り地球型生命にとって致命的なレベルにはならないことを明らかにし、さらに
近年生命の居住可能性 ( ハビタブル ) が議論されているプロキシ マ・ケンタウリ b(Proxima 
Centauri b)やトラピスト- I e(TRAPPIST- I e)などでは、中心星からの極紫外線(XUV)フラッ
クスを評価することにより、大気散逸 ( 大気が宇宙空間に流出すること ) が地球に比して 70 
倍前後になることから大気圧が十分ではなく、高エネルギー宇宙放射線が惑星表面に直接到
達してしまうため、毎年 1 度発生する規模のフレアでも致命的な被ばくを受ける可能性があ
ることが判明した。これらの惑星においては、内部からのガス放出が継続するか、惑星磁場
が形成されていない限り、ハビタブルであると評価することは困難であると考えられた。ま
た、同じモデルを用いて観測史上最大級の太陽フレア が発生した場合の地球と火星における
被ばく量を推定したところ、地球の方が太陽に近いものの強い磁場や大 気に守られている分、
被ばく量がはるかに小さくなることが分かった。なお、生命の放射線耐性は種に大きく依存
しますが、本研究では人間と同程度の耐性を持つ生命を想定した。

(1)Yosuke Yamashiki et al. 2014. Initial flux of sediment-associated radiocesium to the ocean 
from the largest river impacted by Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant. Scientific Reports 
(Nature Publishing Group). 4. 3714; DOI:10.1038/srep03714.
http://www.nature.com/articles/srep03714

(2)Mochamad AdhiragaPratama, Minoru Yoneda, Yoko Shimada, Yasuto Matsui, Yosuke 
Yamashiki (corresponding author). 2015. Future projection of radiocesium flux to the ocean 
from the largest river impacted by Fukushima Daiichi Nuclear Power Plan. Scientific Reports. 
(Nature Publishing Group).　5　DOI: 10.1038/srep08408.
http://www.nature.com/articles/srep08408

(3)James A. Dunne, Peter G. Martin, Yosuke Yamashiki et al. (2018). Spatial pattern of 
plutonium and radiocaesium contamination released during the Fukushima Daiichi nuclear 
power plant disaster, Scientific Reports, volume 8, Article number: 16799 (2018)
https://www.nature.com/articles/s41598-018-34302-0

(4)Shweta Yadav, Minoru Yoneda, Junichi Susaki, Masayuki Tamura, Kanako Ishikawa, and 
Yosuke Yamashiki (Corresponding Author). 2017. A Satellite-Based Assessment of the 
Distribution and Biomass of Submerged Aquatic Vegetation in the Optically Shallow Basin 
of Lake Biwa, Remote Sensing 9(966); doi:10.3390/rs9090966 
http://www.mdpi.com/2072-4292/9/9/966

(5)Yosuke A. Yamashiki, Hiroyuki Maehara, Vladimir Airapetian et al. (2019). Impact of 
Stellar Superflares on Planetary Habitability, The Astrophysical Journal, volume 881 (2)
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１．従来の主な研究業績

高エネルギー物理学・原子核物理学の実験的研究を出発点として，複雑物質やプラズマを対
象とする計算物理学を経由して，およそ 15 年前に経済物理へと専門分野を移した。データ
科学と計算科学，更には，ネットワーク科学を用いて，国際貿易 [1] , [2]，国際租税回避 [3]，
リスク管理 [4] , [5]，エネルギー問題 [6] , [7] などの複雑現象を研究してきた。最近では，分
野横断型の新しい学問である総合生存学の確立に取り組んでいる [8]。この他にも，和書 [9]，
洋書 [10] , [11]，翻訳書 [12] などを出版した。これまでの研究成果は，査読付きジャーナル
論文 86 本，書籍等出版物 17 本，招待講演・基調講演 7件，産業財産権 ( 特許 ) 37 本，新聞・
雑誌等４本にまとめて，社会に広く公開してきた。

２．総合生存学の確立につながる学際研究・国際共同研究等

　京都大学総合生存学館に研究室およびネットワーク社会研究会を主宰している。学術的な
成果をもとにして，データ科学が解き明かすエビデンスに基づく政策提言を国際機関にて
行ってきた [13] , [14] , [15]。京都大学大学院総合生存学館では多くの国連機関や国際機関と
人材交流の覚書 MOU を締結しており，学生をインターンとして海外におくる，または国際
機関からセミナー講師を招聘するなど国際的な人材交流に貢献してきた。国際的な人材交流，
国際的な情報発信，政策提言に結び付けるための実践研究にも取り組んでいる。

[1] Y.Ikeda and H. Iyetomi, "Trade network reconstruction and simulation with changes in 
trade policy", Evolutionary and Institutional Economics Review, 15, 2, pp.495-513 (2018).

[2] Y. Ikeda and T. Watanabe, "Who buys what, where: Reconstruction of the international 
trade flows by commodity and industry", Complex Networks \& Their Applications V 
(Studies in Computational Intelligence Volume 693, pp.657-670) (2016).

[3] T. Nakamoto, A. Chakraborty, and Y. Ikeda, "Identification of Key Companies for 
International Profit Shifting in the Global Ownership Network", Applied Network Science, 4, 
58, pp.1-26 (2019).

[4] Y.Ikeda and H.Yoshikawa, "Macroprudential Modeling Based on Spin Dynamics in a 
Supply Chain Network", RIETI Discussion Paper Series 18-E-045, 1-25 (2018). 

学位
理学博士 九州大学 1989 年
経歴
1989 年に，米国ブルックヘブン国立研究所でのクォークグルーオンプラズマ生成（QCD相転移）
の研究プロジェクトにおける原子核物理学の研究で，九州大学から理学博士を授与された。1989
年に，東京大学原子核研究所で，ポスドク（日本学術振興会特別研究員 PD）として高エネルギー
物理学の研究に従事した，その後，1990 年から 2010 年まで，研究員，主任研究員として日立製
作所に勤務した。この間，1997 年にカリフォルニア大学バークレー校で客員研究員としてプラ
ズマ計算物理学を，2010 年に国際エネルギー機関 IEA でスマートグリッドを含むエネルギー政
策を研究した。その後，2011 年に東京大学生産技術研究所の准教授として，2012 年以降は京都
大学の教授として教 をとっている。現在の研究テーマは，データ科学，ネットワーク科学，計算
科学を用いたグローバル課題の研究である。

池田　裕一 教授（専攻長）
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[5] M. Wilinski, Y. Ikeda, and H. Aoyama, "Complex correlation approach for high frequency 
financial dataComplex correlation approach for high frequency financial data", Journal of 
Statistical Mechanics: Theory and Experiment, pp.023405-023405 (2018).

[6] Y.Ikeda, "Power grid with 100\% renewable energy for small island developing states", 
Evolutionary and Institutional Economics Review, https://doi.org/10.1007/s40844 (2019).

[7] A. R. Keeley, Y. Ikeda, "Determinants of foreign direct investment in wind energy in 
developing countries", Journal of Cleaner Production, 161, pp.1451-1458 (2017).

[8] 川井，藤田，池田，編 , " 総合生存学 ", 京都大学学術出版会 (2015).

[9] 青山秀明，家富洋，池田裕一，相馬亘，藤原義久 , " 経済物理学 ", 共立出版 (2008).

[10] H. Aoyama, H. Iyetomi, Y. Ikeda, W. Souma, and Y. Fujiwara, "Econophysics and 
companies -Statistical Life and Death in Complex Business Networks-", Cambridge 
University Press (2010). 

[11] H. Aoyama, H. Iyetomi, Y. Ikeda, W. Souma, Y. Fujiwara，and H. Yoshikawa, 
"MacroEconophysics -New Studies on Economic Networks and Synchronization-", Cambridge 
University Press (2017).

[12] 池田 裕一，井上寛康，谷澤俊弘（共訳）, " ネットワーク科学―ひと・もの・ことの関係性
をデータから解き明かす新しいアプローチ―", 共立出版 (2019).

[13] Y. Ikeda (edited by S.Kimura), "Simulation Study on Energy Mix for Power Generation 
in Temburong Eco Town", ERIA Research Project Report 2017, No.02 (2018).

[14] Y. Ikeda (edited by S.Kimura, R.Pacudan, and H.Phoumin), "Development of the Eco 
Town Model in the ASEAN Region through Adoption of Energy-Efficient Building 
Technologies, Sustainable Transport, and Smart Grids",  ERIA Research Project Report 
2015, No. 20 (2015).

[15] S. Heinen, D. Elzinga, S. Kim, and Y. Ikeda, "Impact of Smart Grid Technologies on Peak 
Load to 2050", IEA Energy Papers 2011/11, OECD Publishing (2011).
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１．総合生存学館における主な教育・活動業績

　教育面では、「総合生存学概論」、「設計生産論」、「科学倫理と技術経営」、「グローバル技
術戦略論」、「国際資源・エネルギーサイクル論」、「産学連携特別セミナー（熟議）」、「特別
研究Ⅰ、Ⅱ」、「総合生存学研究Ⅰ、Ⅱ」等を担当した。
　また、全学運営においては国際教育委員会企画・運営等専門委員会委員、学生生活委員会
委員等を務め、大学院総合生存学館運営においては、施設長、国際委員会委員長、財務委員
会委員長、思修館プログラム委員会委員等を務め、組織の運営に尽力した。
　とくに施設長として、合宿型研修施設の運営に関して、維持管理のハード面から、学生、
教員が自由に意見交換等をするオフィスアワーのマネジメントまで、ソフト・ハード - 両面
から、学生が研修施設における合同生活を通じて切磋琢磨するとの趣旨に則り、同施設の効
用最大化に努めた。
　教育業績として特筆すべきことは、政府関係機関、独法、国際機関、企業等との連携強化
を基盤としたフィールドワーク（海外武者修行）の実施、PBR（プロジェクトベースリサーチ）
の構築、実効性の確保及びその実践である。実務教員として、総合生存学館の必修単位、コ
アカリキュラムの一つである「海外武者修行」の制度設計から、OECD、IEA、UNESCO、
FAO、UNEP、ITER、UNFPA、GCCSI、WCA、ASEAN/ACE 等の武者修行先の開拓、同
機関との大学間学術交流協定、部局間学術交流協定、インターンシップ協定等の締結等実効
性の確保までシームレスに確立するとともに、これもまた必修単位、コアカリキュラムの一
つである「PBR」についても、堀場製作所、DMG 森精機、川崎重工、関西電力、住友電工、
大阪ガス、京都信用金庫、ブロードバンドタワー、フェニクシー、シミックホールディング
ス等との間で包括共同研究促進協定を締結するなど、これらを立ち上げ、推進するためにその
環境整備に努めた。

２．総合生存学館における主な研究業績

　主要な研究分野は、資源・エネルギー政策であり、地球環境問題、ものづくり産業も含めた
地球社会の将来を展望する包括的な資源・エネルギー政策に係る研究である。

学位
博士　Ph.D.  University of New South Wales （豪州）
修士　工学部資源工学専攻　京都大学
学士　工学部資源工学科　京都大学
経歴

櫻井　繁樹 教授（研修施設長）

1980.4－2008.7

2008.7－2012.7
2012.7－2013.3
2013.4－

経済産業省（旧通商産業省）、資源エネルギー庁鉱業課、工業技術院ムーンライト
計画推進室、外務省（在クウェイト日本国大使館）、日本メタル経済研究所企画
業務課長、金属鉱業事業団豪州事務所長、石炭・新エネルギー部産炭地域振興
室長、経済産業省技術協力課長、資源エネルギー庁資源・燃料部石炭課長、
石油天然ガス・金属鉱物資源機構 (JOGMEC) 石油・天然ガス開発プロジェクト
企画部長、文部科学省大臣官房審議官（研究開発局担当）等資源エネルギーを
中心とする政策立案・施策実施部署を経て 2008 年に退官。
（財）石炭エネルギーセンター　専務理事
京都大学学際融合教育研究推進センター　教授
現職　　
この間、2009 年から九州大学炭素資源国際教育研究センター客員教授、2012 年
から新エネルギー財団評議委員、2015年から（独法）新エネルギー・産業技術
総合開発機構(NEDO)技術委員会委員、2015年から国際機関グローバルCCS
インスティチュートの京大におけるフォーカルポイント等を歴任。
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　とりわけ、総合生存学確立の視点に立ち、これを担っていく複合型研究会の一つである「資源・
エネルギー政策研究会」を主催し、内外から著名な研究者を招聘する特別講義の開催、櫻井
研究室を中心に学館内外の教員、学生にも幅広く呼びかけてのトランスディシプリナリーな
研究発表等をベースとするゼミの実施、さらには、「知は現場にあり」との理念のもと、
研究所、企業等の視察など重層的にこれを展開し、総合生存学の実践に努めた。
　また、国際機関であるところの ERIA（Economic Research Institute for ASEAN and East 
Asia）と の 共 同 研 究 で「Renewable Development Strategy for ASEAN 2040； A Dynamic 
Multilateral Scenario Analysis」、Global CCS Institute との共同研究で「COP21 を踏まえた
CCU&S の社会実装促進に係る調査研究」を精力的に実施し、総合生存学館のステイタスを
グローバルに知らしめるとともに、（独法）国際協力機構（JICA）からは調査研究として「途
上国における持続可能な再生可能エネルギー開発にかかる社会経済研究」を受託するなど、
研究活動はもとより外部資金の獲得にも注力した。
　同調査研究においては、途上国における再生可能エネルギー導入の現況・展望をつぶさに総
括し、トランスディシプリンベースでの調査対象国における課題の抽出・分析、政策提言に至
るまで、シームレスに俯瞰した再生可能エネルギー導入に係る政策エコシステムの構築を指向
するとともに、再生可能エネルギー開発のサステナビリティーに係る社会実装・実効性の確保
を図るため、ASEAN、IEA 等の関係国際機関、外務省、経済産業省等の政府機関、JICA、
NEDO 等の独立行政法人、RITE、エネルギー総合工学研究所等の研究機関、産業界等の多様
な知見を総動員する必要があるとの観点から、かかる機関から所要のメンバーを参集し
研究推進委員会を開催するなど、本研究を効果的に実施した。
　なお、所属学会は、The Australasian Institute of Mining and Metallurgy（豪州資源学会）、
Society for Mining Metallurgy & Exploration（米国資源学会）、資源素材学会である。

【最近の主な論文（査読付き）】

Yugo Tanaka, Andrew Chapman, Shigeki Sakurai and Tetsuo Tezuka, 2020. “Multiple Streams and 
Power Sector Policy Change: Evidence from the Feed-in Tariff Policy Process in Japan,” Politics & 
Policy, (2020, In Press)

Shutaro Takeda, Shigeki Sakurai and Satoshi Konishi, “Economic Performance of Fusion Power 
Plant on Deregulated Electricity Markets,” Journal of Fusion Energy (2020, In Press).

Shutaro Takeda, Alexander Ryota Keeley, Shigeki Sakurai, Shunsuke Managi, Catherine Benoît 
Norris, Are Renewables as Friendly to Humans as to the Environment?: A Social Life Cycle 
Assessment of Renewable Electricity, Sustainability, 2019, 11 (5): p. 1370.

Md Abdullah Al Matin, Shutaro Takeda, Yugo Tanaka, Shigeki Sakurai and Tetsuo Tezuka, LCOE 
Analysis for Grid-Connected PV Systems of Utility Scale Across Selected ASEAN Countries, 
Proceedings of the 42nd IAEE International Conference, 2019. (In Press)

Yugo Tanaka, Andrew Chapman, Shigeki Sakurai and Tetsuo Tezuka, 2017. “Feed-in Tariff Pricing 
and Social Burden in Japan: Evaluating International Learning through a Policy Transfer Approach,” 
Social Sciences, 6 (127)
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　心理学、認知科学、認知神経科学の手法を用いて、人間の認知システムの可塑性について
研究している。経験や年齢を重ねることで認知システムがどのように変わるか（可塑性と発
達）、また、身体の運動が認知機能にどのようにかかわるか（認知の身体性）、これらが研究
関心の中心である。これまで、乳児から高齢者まで幅広い年代群を対象に、いろいろな現象・
機能について人間の脳と認知機能の可塑性や発達を調べてきた。こうした基礎研究で得た知
見をもとに、総合生存学館の大学院生とともに、望ましい保育・教育・介護制度などのあり
方について議論している。また、コミュニティにおいて高齢者の認知機能低下予防に関する
実践的な研究活動を行なっている。

主な研究テーマ

（１）高齢者の認知機能維持
寝たきりになると認知症になってしまうことがあるように、身体的な活動は認知機能と密接
に結びついていると考えられる。近年、認知症の予防に運動が良いことを示唆する研究が多
く報告されているが、運動のどのような側面が効果を持つのかはよく分っていない。我々の
研究では、単純な有酸素運動だけでなくスポーツやスキル習得のように学習的な要素が入っ
ていることが重要ではないかという仮説のもと、脳機能の変化を含めた検討をおこなってい
る。その発展として、楽器演奏訓練が高齢者の認知・脳機能に及ぼす効果についても研究を
進めている。

（２）身体に根差した空間認知の可塑性
視覚ターゲットに手を伸ばすなどの身体運動を試行錯誤によらず効率的に行うことができる
背景には、日常の動作に伴う視覚、運動指令、触覚などの関係を蓄積した「身体図式」の働
きがあると考えられる。逆さメガネなどの実験装置によって身体図式がうまく働かない状況
に置かれたとき、視覚誘導性行動はどのように阻害され、そこからどのような適応が生じる
のか。我々の研究では、こうした劇的な環境変化にもヒトが適応できること、そのとき脳内
で大きな変化があることがわかった。

（３）母語に根差した音声知覚様式
音声知覚、すなわち人の話し声の聴き取りは、母語に特化した聴覚情報処理が基本となって
いる。我々の研究では、聴覚的な音声知覚のみならず、話し手の顔を見ながら話し声を聞く
視聴覚音声知覚においても、視覚と聴覚の情報統合の仕方に母語の影響があることを明らか
にしてきた。行動指標、視線の布置、脳活動などを通して、日本語母語者は英語母語者とは
異なる処理様式をもち、聴覚を重視した知覚を生じることを報告してきている。

（４）子どもの認知機能の発達と可塑性
上述した「身体に根ざした空間認知」や「母語に根ざした音声知覚様式」は、成長過程に

学位
博士（文学）大阪市立大学 1995 年
修士（文学）大阪市立大学 1982 年
経歴

積山　薫 教授（教務委員長）

1985.10-1987.03
1987.04-1988.12
1989.05-2000.03
2000.04-2006.09
2006.10-2017.04
2017.05-

日本学術振興会　（特別研究員）
国際電気通信基礎技術研究所　（視聴覚機構研究所研修研究員）
金沢大学　（文学部助手）
公立はこだて未来大学　（システム情報科学部教授）
熊本大学　（文学部教授）
現職
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おいてどのように発達するのだろうか。また、脳の幅広い領野を活性化させるような訓練に
よって、子どもの認知機能を向上させることができるのだろうか。こうした問題意識で、い
ろいろな研究をおこなっている。

主な研究業績

■ 最近の論文

Sekiyama K. (2020). Influence of language backgrounds on audiovisual speech perception 
　across the lifespan. Acoust Sci Technol, 41, 37-38.
積山薫 , 鈴木麻希 (2019). 加齢による認知脳機能の個人差拡大とその背景要因 : 研究方法への
　省察 . 基礎心理学研究 , 38, 77-89.　
Teramoto W, Kawano S, Mori S, Sekiyama K. (2019). Word scanning in native and non-native 
　languages: insights into reading with declined accommodation. Exp Brain Res, 237, 2411-2421
小手川耕平・寺本渉・積山薫 (2019). 高齢者のもつ運動イメージ : 質問紙調査法 JMIQ-R と
　ポインティング課題の比較 . 認知心理学研究 , 17, 27-36.
Suzuki M, Kawagoe T, Nishiguchi S., Abe N, Otsuka Y, Nakai R, Asao K, Yamada M, 
　Yoshikawa S, Sekiyama K. (2018). Neural correlates of working memory maintenance in 
　advanced aging: Evidence From fMRI. Front Aging Neurosci, 10:358, 1-14. 
Guo X, Ohsawa C, Suzuk A, Sekiyama K. (2018). Improved digit span in children after a 
　6-week intervention of playing a musical instrument: An exploratory randomized controlled
　trial. Front Psychol, 8:02303, 1-9. 
Kawagoe T, Matsushita M, Hashimoto M, Ikeda M, Sekiyama K. (2017). Face-specific memory 
　deficits and changes in eye scanning patterns among patients with amnestic mild cognitive 
　impairment. Sci Rep, 7:14344. 
Teramoto W, Honda K, Furuta K, Sekiyama K. (2017). Visuotactile interaction even in far 
　sagittal space in older adults with decreased gait and balance functions. Exp Brain Res, 
　235, 2391-2405. 
Hisanaga S, Sekiyama K, Igasaki T, Murayama N. (2016). Culture/language modulates brain 
　and gaze processes in audiovisual speech perception. Sci Rep, 6:35265, 1-10. 
Shinozaki J, Hiroe N, Sato M-A, Nagamine T, Sekiyama K. (2016). Impact of language on 
　functional connectivity for audiovisual speech integration. Sci Rep, 6:31388, 1-13. 
Kawagoe T, Suzuki M, Nishiguchi S, Abe N, Otsuka Y, Nakai R, Yamada M, Yoshikawa S, 
　Sekiyama K. (2015). Brain activation during visual working memory correlates with 
　behavioral mobility performance in older adults. Front Aging Neurosci, 7:186, 1-9. 
Nishiguchi S, Yamada M, Tanigawa T, Sekiyama K, Kawagoe T, Suzuki M, Yoshikawa S,
　Abe N, Otsuka Y, Nakai R, Aoyama T, Tsuboyama T. (2015). A 12-Week Physical and
　Cognitive Exercise Program Can Improve Cognitive Function and Neural Efficiency in 
　Community-Dwelling Older Adults: A Randomized Controlled Trial. J Ame Geriat Soc, 
　63, 1355-1363,

■ 著書抜粋

積山 薫（2014）超高齢社会の基盤を強くする教育アプローチ　子安増生・仲真紀子 ( 編 )　
　こころが育つ環境を作る　発達心理学からの提言　新曜社　Pp. 213-234.
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　イノベーション理論およびイノベーション政策科学の研究に従事し、文系・理系を問わず
に科学誕生のプロセスと科学の本質を教える「科学創成論」やイノベーションの源と本質お
よび成就へのプロセスを教える「イノベーション創成論」等の教育を担当した。さらに、産
官学連携本部においては、京都大学エグゼクティブ・リーダーシップ・プログラム（京大
ELP）を主宰した。京都大学全学の「知」を構造化・統合化して企業のエグゼクティブに教
授するこの新しい産学連携プログラムを、現在に至るまで一貫して設計しかつ運営してきた。
さらに、全学運営においては人権委員会委員、図書館協議会協議員等を務め、大学院総合生
存学館運営においては ELP 運営委員会委員長、思修館プログラム委員会委員等を務め、組
織の運営に尽力した。
　所属学会は、応用物理学会およびベンチャー学会であり、2018 年以来現在に至るまで、ベ
ンチャー学会副会長を務め、その運営に参与している。さらに、2017 年に日本工学アカデミー
（EAJ）会員に推挙され、現在に至るまでEAJ ジェンダー委員会副委員長を務めている。

１．従来の主な研究業績

（１）物性物理学の研究（理論および実験）
　▶1977 ‒ 1979　アンダーソン局在状態での電子相関効果の研究　( 理論物理 )
　▶1979 ‒ 1984　III-V 族半導体の低次元電子系に関する研究　 ( 実験物理 )
　▶1984 - 1991 III-V 族半導体の電子構造に関する研究　 ( 理論物理 )
　▶1991 - 1993 III-V 族半導体の光物性に関する研究 ( 実験物理と理論物理 )
　▶1989 - 1998 固体内重水素の異常核効果に関する研究 ( 実験物理 )
　以上、（１）に関する物理学研究において、査読付き論文 60 編以上を出版した。

（２）社会科学（政策科学・イノベーション理論）の研究
　▶1999 - 2003 科学技術政策に関する研究（社会科学）
1999 年に、科学技術政策に関する研究に着手した。科学と技術の日本における歴史的展開
を有識者調査し、技術創造のこれまでの方法論の限界と新しい方法論の在り処に関する提言
を行った。さらに、リアルな社会をできる限りリアルなまま記述し、その記述に基づいてモ
デルを再構築する試みを始めた。これに基づいて日本社会の状態構造を、詳細に topography
解析した。 

1979.4-1986.1
1984.11-1985.12
1986.1-1999.1
1993.5-1998.5
1999.1-2003.3
2001.5- 現在
2003.4-2009.3
2003.7-2014.3
2008.3-2009.3
2009.4-2014.3
2014.4- 現在
2018.4- 現在

学位
理学博士（東京大学）1984 年　
理学修士（東京大学）1979 年　
理学士（東京大学）　1977 年
経歴

日本電信電話公社武蔵野電気通信研究所基礎研究部（研究員・研究主任）
米 University of Notre Dame （客員研究員）
NTT基礎研究所（主任研究員・主幹研究員）
仏 IMRA Europe（招聘研究員）
経団連 21 世紀政策研究所（主席研究員・研究主幹）
株式会社パウデック （取締役）
同志社大学大学院ビジネス研究科（教授）
同志社大学技術・企業・国際競争力研究センター（副センター長）
英 ケンブリッジ大学クレアホール（客員フェロー）
同志社大学大学院総合政策科学研究科技術・革新的経営専攻（教授）
京都大学大学院 総合生存学館（思修館）（教授）
京都大学産官学連携本部（兼務 教授）

山口　栄一 教授
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　▶2003 - 現在　イノベーション理論に関する研究 　( 複合領域 )
クレイトン・クリステンセンの「破壊的イノベーション」の議論に潜む誤謬から出発して、まっ
たく新しい型のイノベーション、すなわち「パラダイム破壊型イノベーション」を発見した。
この議論を、トランジスタ　( バイポーラ、MOSFET、HEMT)　および青色発光ダイオード
に適用して、それぞれなぜベンチャー企業が新産業をおこすイノベーションの担い手になり
えたのかを分析した。その結果、イノベーションの成功確率を上げるための「共鳴場」モデ
ルを明らかにした。「共鳴場」すなわち「知を創造する担い手」と「知を具現化して社会価
値に繋げる担い手」とがその知を暗黙知のまま伝達する「場」が、企業内部のみならず企業
の枠組みを超えて多数存在することが、イノベーション・プロセスの連鎖反応を引き起こす
ために本質的である、ということである。

　▶2011 - 現在　イノベーション政策科学に関する研究 　( 社会科学 )
　米国において、科学研究者をしてイノベーターに転じせしめることを後押しする SBIR
（Small Business Innovation Research）制度を、データサイエンスの手法で詳細に分析する
とともに、米国のインキュベーターたる科学行政官（プログラムディレクター）およびイン
キュベーティたるベンチャー起業家にインタビューして、その本質を明らかにした。
　以上、（２）に関する社会科学（複合領域）研究において、『Innovation Crisis: Successes, 
Pitfalls, and Solutions in Japan』（Pan Stanford Publishing）、『イノベーションはなぜ途絶え
たか―科学立国日本の危機』（ちくま新書）、『イノベーション政策の科学―ＳＢＩＲの評価
と未来産業の創造』（東大出版会）、『イノベーション 破壊と共鳴』（ＮＴＴ出版）などの書籍
を出版した。

２．総合生存学の確立につながる学際研究、国際共同研究等

（１）SBIR（Small Business Innovation Research）改革法案の実現
　上述の持続的主張が、今年度ついに「SBIR 改革法案」として国会に提出されるにいたった。
改革法案をつくるにあたっては、さまざまなアドバイスを内閣府および中小企業庁から求め
られた。来年度から米国版と同等の SBIR が施行されることとなったので、施行されれば日
本においてサイエンス型ベンチャー企業が急速に勃興すると予測される。今後、その勃興を
支援する営みを継続していく枠組みを構築しつつある。

（２）外部化法人（いわゆる「出島」）法案の実現
　2018 年度より設立を企図してきた新しい産学連携の仕組みがようやく実り、京都の 7企業・
7大学が肩を組んで新産業創造をめざす研究連合体が出来上がろうとしている。
　ほぼ機を一にして、内閣府は大学の外にオープンイノベーションの仕組みを置く外部化法
人（いわゆる「出島」）構想を新しいイノベーション法案として提出し、この構想を具体化
するにあたってさまざまなアドバイスを求められた。上述の「京都研究連合体」はそのロー
ルモデルになりえるので、現在、内閣府とともにこの「出島」構想の具体化に取り組んでいる。
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【研究テーマ】
グローバル人材育成、グローバルコミュニケーション、異文化理解、外国語教育、ファイナンス, 
年金基金運用

【研究内容】
日本人がグローバルに活躍する為には、異文化理解、専門性、語学力とともに、リーダーシッ
プやコミュニケーション能力などの移動可能のスキル (Transferable skills) を身につける事
が大切である。これらの移動可能のスキルを研究し、それらを効果的に学生や社会人に教え
る方法を研究している。またグローバルリーダーを育てる為に、海外でグローバルに活躍し
ているリーダーのキャリアパスを研究している。

【論文】
・国際共通語の出現と異文化理解 , 総合生存学 , 129-140, 2015/07
・非英語圏のグローバル組織に学ぶ英語公用語時代の多文化コミュニケーション , Diamond 
ハーバード ビジネス レビュー , 2012/12
・セキュアベース　リーダーシップ　変革の時代に求められるリーダーに必要な資質とは , 産業
訓練 , 2020/01
・自由に生きるための楽しい学び , 教育と医学 , 慶應義塾大学出版会 , 2014/05

【著書】
・Human Survivability Studies A New Paradigm for Solving Global Issues, Kyoto University 
Press, Trans Pacific Press, 2018, 共編者
・総合生存学―グローバル・リーダーのために , 京都大学学術出版会 , 2015/07, 共著
・小さな鳥カゴから飛び立ちなさい , ダイヤモンド社 , 2012/07, 単著

【講演・口頭発表等】
・グローバル人材として世界に飛び立つためには , 2017 年度スーパーグローバルハイスクール
全国高校生フォーラム , 文部科学省　筑波大学 , 2017/11/25, 日本語 , 口頭発表 ( 招待・基調 )
・グローバル社会で活躍するためには, 損保総研セミナー, 2017/11/21, 日本語 , 口頭発表(一般)
・医療におけるコミュニケーションの大切さ , 修学生の集い , 茨城県医療対策課 , 2014/12/26, 
日本語 , 口頭発表 ( 招待・特別 )

1981 年
1985 年
1986 年
1995 年
1998 年
2004 年

2012 年
2014 年

学位
筑波大学（旧東京教育大学）付属高校卒業 1977 年　
ハーバード大学卒業（学士）1981 年　
INSEAD大学院卒業（MBA）1985 年
主な職歴

野村総合研究所（東京）研究員
McKinsey & Co ( パリ )　経営コンサルタント
SGWarburg, Mercury Asset Management ( ロンドン ) ファンドマネージャー
Yamaichi Regent Polska　（ワルシャワ）投資担当取締役執行役員
国際決済銀行（BIS）（バーゼル）職員年金基金運用責任者、上級ファンドマネージャー
経済協力開発機構 (OECD) ( パリ )　職員年金基金運用責任者
OECD 勤務中　国際通貨基金（IMF）の短期外貨資産運用専門家としてフィジー中央銀行
ソロモン諸島中央銀行にアドバイスする。
京都大学国際高等教育院（旧京都大学高等教育研究開発推進機構）　教授
京都大学大学院総合生存学館（思修館）教授 【現職】

河合　江理子 教授



第３章
研　究 49

・An Initiative of Global Leaders for human survivability, The Third Global Collaboration 
Symposium on Human Survivability, 2014/11, シンポジウム・ワークショップパネル ( 指名 )
・Career mobility in international organizations, International Career Development in 
Higher Education, 2014/06, 英語 , 口頭発表 ( 一般 )
・ハーバードで学んだもの、ヨーロッパで習ったこと , 鳥取大学 , 2013/11/09, 日本語 , 口頭
発表 ( 基調 )
・自分の小さな鳥かごから飛び立ちなさい：留学のすすめ , 留学フェア , 関西学院大学 , 
2013/10/11, 日本語 , 口頭発表 ( 招待・特別 )
・国際社会で必要なコミュニケーション力 , 国際人材創出支援センター , 2013/10 
・グローバル社会において必要とされる言語能力とは：現場における経験 , グローバル社会
での外国語教育について考える座談会および懇談会 , 2011/04 

【その他講演歴】
・エギュゼクティブ　ニュース　懇談会 , グローバル人材の育て方 , 2015/5
・World Forum on Sports and Culture, Culture induced innovation (act as a moderator), 
2016/10/19
・RIETI( 経済産業研究所 ), グローバル人材育成－教育の現場から , 2016/02/25
・U.S. Japan Research Institute Conference (USJI Week), (Moderator) The Small Business 
Innovation Research Program, 2016/09/12
・International Development Symposium, Collaboration Between UN Organization and 
Higher Education, Role of overseas internships at international organization for higher 
education., 2017/01/13
・国際会計人材ネットワーク , 国際組織でどう活躍し、キャリア形成に活かすか , 2017/07/10
・the Global INSEAD Day 2017, Women in Business, 2017/09/12



50 第３章　
研　究

　ブルガリア出身。専門は政治経済学と進化・制度学派経済学。こういった理論的枠組みを
用いて新興国および発展途上国の経済開発問題を分析している。モスクワ国立大学を卒業後、
ブルガリアのソフィア大学等での研究を経て、金沢大学大学院社会環境科学研究会において
PhD を取得した。東京工業大学大学院助手、京都大学大学院経済学研究科専任講師、准教授
を歴任し、2013 年に総合生存学館（思修館）教授に就任した。過去の研究では、進化・制度
学派経済学の視点から旧社会主義国における経済システムの転換について比較分析を行った。
ブルガリア語（母語）以外、英語、日本語、及びロシア語が堪能である。

１．主要な研究業績（2013 年度～2019 年度）

(1) グリーン成長 / グリーン経済に関する研究
　2008 年～2009 年に世界金融危機が発生して以来、グリーン成長 / グリーン経済という概
念についての論争が続いているが、本研究ではその概念が新興国および発展途上国の経済開
発にとって有益になり得るのかを考察した。まず、先行研究を熟読し、グリーン成長 / グリー
ン経済という概念は「持続可能な開発」の概念とはどこが異なるのかを明らかにした。次に、
グリーン成長 / グリーン経済という考え方を新興国および発展途上国の経済開発に応用すれ
ば、各国にとってどのようなメリットやデメリットが生じるのかについて検証した。本研究
の成果は、「総合生存学 ‒- グローバル・リーダーのために」（2015 年）に掲載された。

(2) 持続可能性評価フレームワークを用いてケニアにおける農村部電化の評価に関する研究
　2018 年にサブサハラ・アフリカにおいて電力アクセスを持っていない人は 6 億人（人口の
57%）である。その人の大多数は農村部に住んでいる。農村部の人に電力アクセスを与える
手法として国の電力系統の拡張、およびオフグリッド電化（ミニグリッドや住宅用太陽光発
電システム）がある。本研究では持続可能性評価フレームワークを応用して、ケニアにおけ
る 4 つの農村部電化プロジェクトの評価を行った。4 つの農村部電化プロジェクトの内、民
間企業主導で行われている太陽光発電ミニグリッドや住宅用太陽光発電システムといった 2
つのプロジェクトの評価が最も高いことが明らかとなった。本研究の成果は Energy Policy 
(2019) というインパクト・ファクターの高いジャーナルに掲載された。ヤルナゾフが指導し
ている総合生存学館の学生がファースト・オーサーである。

1988.1 - 1990.3

1990.3 - 1993.3

1997.7 - 1998.6
1998.10 - 2001. 3
2001.4 - 2010.11
2010.12 - 2013.3
2013.4 - 現在

学位
博士（経済開発）金沢大学 1997 年
修士（政治経済学）モスクワ国立大学 1987 年
経歴

ソフィア大学、ブルガリア（ブルガリア経済の 2020 年までのマクロ・トレ
ンドに関する研究）
政治経済戦略研究センター、ブルガリア（ブルガリアにおける国有企業の
再編成及び民営化に関する研究）
金沢大学経済学部講師
東京工業大学大学院社会理工学研究科助手
京都大学大学院経済学研究科専任講師
京都大学大学院経済学研究科准教授
京都大学大学院総合生存学館（思修館）教授

IALNAZOV Dimiter Savov 教授
ヤルナゾフ ディミタ－ サボフ
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(3) 発展途上国における再生可能エネルギー開発に関する研究
　気候変動問題を解決するために、石炭、石油や天然ガスといった化石燃料の利用を大幅に
減らし、太陽光や風力のような再生可能エネルギーを中心としたエネルギーシステムに転換
することが求められている。特にエネルギー需要が急上昇している発展途上国において再生
可能エネルギー開発を加速化させることは大変重要である。しかし、再生可能エネルギーへ
の投資を促進している要因・環境が整備されていなければ、再生可能エネルギーの普及は進
まない。発展途上国における再生可能エネルギー普及の促進要因と阻害要因をより深く理解
するために、2017 年～2019 年にインドネシア、ベトナム、ミヤンマー及びケニアでフィー
ルド調査を行った。インドネシアやベトナムでのフィールド調査の結果を踏まえて、発展途
上国における再生可能エネルギーの動機、促進要因及び阻害要因について執筆した論文は国
際学会で報告し、国際学術雑誌への掲載は決まっている（以下の 2020a と 2020b を参照）。

２．主要な研究業績のリスト

(1) Dimiter Ialnazov (2015).「グリーン成長 / グリーン経済の概念 -‒ 経済開発の新しい枠組み
になりうるのか？」、川井秀一、藤田正勝、池田裕一（編）『総合生存学 --- グローバル・リー
ダーのために』、京都大学学術出版会、2015 年、349～365 ページ。

(2) Charles M. Boliko and Dimiter S. Ialnazov (2019). An Assessment of Rural Electrification 
Projects in Kenya Using a Sustainability Framework, Energy Policy 133, October, 
https://doi.org/10.1016/j.enpol.2019.110928

(3) Dimiter S. Ialnazov, Alexander R. Keeley (2020a). Motivations, Enabling Factors and 
Barriers to the Energy Transition in Indonesia and Vietnam. Paper presented at ICERE 2020, 
Hanoi, 24-26 Feb. 2020 and accepted for publication in the IOP Conference Series: Earth 
and Environmental Science (EES) (ISSN: 1755-1315), which is indexed by EI Compendex, 
Scopus, Thomson Reuters (WoS), Inspec, et al.

(4) Dimiter S. Ialnazov, Alexander R. Keeley (2020b). 「途上国における再生可能エネルギーへ
の転換の現状と課題」、池田裕一（編）『総合生存学はどこまできたのか？』、第 4 章、京都大学
学術出版会、2020 年掲載予定。
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　オペレーションズ・リサーチ (OR) や人工知能 (AI)，生命，智慧などを中心に，情報学の
観点から未来につなぐ研究開発を行っている．ネットワークアルゴリズムや最適化，機械学
習，深層学習といった情報方法論の開発と応用，さらに情報乱雑さ（情報エントロピー）の
視点から学習や智慧，生命の本質を考える．情報智慧理論を提唱し，人工知能の限界，将来像，
期待，危険性などを研究するとともに，生きることの本質や創造性教育，未来生命，未来社
会などを研究する．その理論を用いて京都大学三つのリーダーシッププログラム（思修館，
AFLSP, ELP）のアクティブな委員を務めている。

研究テーマ（２０２０年３月現在）：

(1) ネットワークの代表決定と応用（図１）： 

(2) 議員定数や議席配分格差：上記 (1) の研究で見つけたべき乗則を（ネットワークの構造が
分からなくても）人間の社会的ネットワークに適用し，人口と議会定数間のべき乗則を示し
た．妥当な仮定のもとで，そのべき乗が，現実の統計データにフィットすることを明らかに
した．これは，世界始めて現実の統計データを説明する理論モデルになっており，現在論文
作成中である．また，それの応用として，議席配分のモデルを構成し，これまで「一票の格差」
による議席配分の是正を，代表という観点から考察し，一票の重みのみの是正が代表効率の
改悪（大都市がますます有利な状況）に繋がることを指摘した（図２）．現在論文作成
計画中．

2002.4 - 2006.3
2006.4 - 2014.3
2013.4 - 2014.2
2014.4 - 現在

学位
京都大学 博士（情報学）2002 年
京都大学 修士（工学） 1999 年
清華大学 理学士＆工学士 1995 年
経歴

宇都宮大学 工学部 助教
京都大学 情報学研究科 講師 
ドイツカールスルーエ工科大学 客員教授
京都大 大学院総合生存学館 准教授 

趙　亮 准教授

あるネットワーク Nにおいて，節点間の距離が
k 以内ならお互いに影響力を持ち，代表できる
と仮定する．このネットワークの全体あるいは
過半数の節点を代表する最小の節点集合を求め
る問題を考える．この問題は，創薬の効率化
（N＝薬と病気のネットワーク）やインターネッ
トのコントロールや監視，SNS における代表の
選抜など，応用がたくさんあるが，本研究では，
特にソーシャルネットワークに対して効率的な
アルゴリズムを開発し，実験によってスモール
ワールド性やピラミッド構造の発見し，代表の
数が節点数のべき乗（ただし，1より小さい）で
あることを示している．2020 年 1 月の NetSci-X 
2020 で発表を行った（図１）．図１　Facebook の一部と代表節点
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(3) 機械学習と画像認識による精神異常の早期発見：上海交通大学生命科学技術学院と西安
電子科技大学との共同研究で，分子診断方法による精神異常（総合失調症やうつなど）の早期
発見方法に対して，画像認識による診断と機械学習による分析の手法を開発している．

(4) 自動運転におけるトロッコ問題とAI 倫理：自動運転車がまもなく公道を走ることになる．
しかし，AI による自動運転は，倫理的に未解決な問題も多い．一例として，トロッコ問題
がよく挙げられる．ブレーキの効かなくなった自動運転車は，そのまま直進すると５人をひ
いてしまうが，ハンドルを切ると別の１人をひいてしまう状況に置かれたら，どうすればよ
いか．この問題に対して，功利主義（被害を最小にする方法．この場合，ハンドルを切る方法）
と義務論（人をひいてはならないという原則に従う．この場合，そのまま直進する）の
どちらでも問題点が大きいと指摘し，ランダムに選択することこそ真の義務だと論説した．
２０１９年７月に国際学会で発表を行い議論を呼び，現在フール論文を作成中．

(5) 避難所割当：指定避難場所の割当の最適化を考える．現在日本のやり方では，避難は自
主的に行うものになっている．その結果，ほかの自治会からの避難は一般にできなくて，一
部の避難場所が余裕（京都市では人口の三倍を収容できる学区もある）でも，ほかのところ
では困難なケースがある（京都大学の近くでは人口の 2%しか収容できない学区がある）．本
研究は，これまでの自治会による自主避難を尊重するも，ある程度ほかの地域に避難場所を
提供する場合の考察（最適化）を行うものである．現在京都市を対象に計算機実験を行って
おり，まもなく結果が出ることになっている．

(6) 情報智慧論（Boids と社会構造，AI の社会影響，創造性教育など）：AI の研究を通じて
智慧とはなにか，ゆえに生命とはなにかを考察する．本質的には情報乱雑さ（情報エントロ
ピー）で表現できるのではないかと考えており，そのための理論を構築しようとしている．
特に人工生命 Boids と人間社会の構造とのつながりや創造性とはなにかおよびそれが教育分野
における意義などをまとめて，本「総合生存学」の続編にする予定である．

図２　近年参議院議席配分の是正による一票の格差と代表度の格差の変遷
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　専門分野であるファイナンスと工学をベースにリスク評価・マネジメントの観点から，エ
ネルギー，環境，経済などのグローバル問題の解決に資する文理融合の研究を行っている。
特に近年は，SDGs 達成に向けた ESG 投資・グリーンボンド投資の評価に加え，再生可能エ
ネルギーのリスクヘッジ戦略など，サステナブルファイナンス分野に力点を置いた研究を
行っている。

主な研究業績

１）エネルギー問題に関する研究
ファイナンス理論を軸としたエネルギー市場のリスク管理に対する価格モデリングと実証分析

(1)``A Structural Linkage Model for Freight Rates,’’ The Journal of Energy Markets, Vol. 7, No. 3,
September 2014, Pages 71-85, Incisive Media.

(2)``A Profit Model for Spread Trading with an Application to Energy Futures,'' The Journal 
of Trading, Vol. 5, No.1, Winter 2010, Pages 48-62, Institutional Investor, Inc. (coauthored
with S. Rachev, and F. Fabozzi) 

(3)``A Supply and Demand Based Volatility Model for Energy Prices,'' Energy Economics, Vol. 
31, Issue 5, September 2009, Pages 736-747, Elsevier. 

(4)`` Monitoring the Upsurge of Biofuels in Commodity Futures Markets, '' The IUP Journal 
of Derivatives Markets, Vol. 6, No.1, Pages 29-48, January 2009, IUP Publications.

(5)``Modeling, Risk Assessment and Portfolio Optimization of Energy Futures,'' Investment 
Management and Financial Innovations, Vol. 5, Issue 1, 2008, Pages 17-31, Business 
Perspectives. (coauthored with A. Biglova, S. Rachev, and S. Stoyanov)

(6)``On Transition Probabilities of Regime Switching in Electricity Prices,'' Energy Economics, 
Vol. 30, Issue 3, May 2008, Pages 1158-1172, Elsevier. (coauthored with K. Ohashi)

(7)``A Structural Model for Electricity Prices with Spikes: Measurement of spike risk and 
optimal policies for hydropower plant operation,'' Energy Economics, Vol. 29, Issue 5, 
September 2007, Pages 1010-1032, Elsevier. (coauthored with K. Ohashi) 

1997.4-2014.3 
2014.4 -
2015.4 - 
2015.5 - 
2018.1 - 

学位
博士（経営）　　     一橋大学  2006 年
修士（金融戦略MBA）  一橋大学　2003 年
修士（工学）　　     京都大学　1997 年
学士（農学）　　     京都大学　1995 年
経歴

電源開発株式会社　（経営企画部 課長代理，エネルギー業務部 課長等）
京都大学大学院 総合生存学館 （現職）
Associate Editor of the Journal of Energy Markets, Incisive Media
Associate Editor of Journal of Commodity Markets, Elsevier
Editorial Advisory Board of Energy Sources, Part B: Economics, Planning, and 
Policy, Taylor & Francis

金村　宗 准教授

海外渡航歴
2019. 8 & 12 London Business School, Management Science and Operations
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2）地球温暖化問題に関する研究
ファイナンス理論を中心としたカーボン市場のリスク管理に供する価格モデリングと実証分析

(1)``Role of carbon swap trading and energy prices in price correlations and volatilities between 
carbon markets,’’ Energy Economics, Vol. 54, February 2016, Pages 204‒212, Elsevier.

(2)``Dynamic Price Linkage and Volatility Structure Model Between Carbon Markets, ’’ 
Stochastic Models, Statistics and Their Applications: Wrocław, Poland, February 2015, 
Springer Proceedings in Mathematics & Statistics,122, February 2015, Pages 301-308, Springer 
Verlag.

(3)``Financial Turmoil in Carbon Markets,’’ The Journal of Alternative Investments, Vol. 15, No. 3, 
Winter 2013, Pages 92-113, Institutional Investor, Inc. 

(4)``Comparison of Futures Pricing Models for Carbon Assets and Traditional Energy 
Commodities,'' The Journal of Alternative Investments, Vol. 14, No. 3, Winter 2012, Pages 42-54, 
Institutional Investor, Inc.

3）経済問題に関する研究
ファイナンス理論をベースとした投資の分散効果や不完備市場でのプライシング等に関する
研究

(1)``Diversification Effect of Commodity Futures on Financial Markets,’’ The Research 
Institute of Economy, Quantitative Finance and Economics, 2018, 2(4): 821-836. 

(2)``The Role of Incompleteness in Commodity Futures Markets,’’ Frontiers in Applied 
Mathematics and Statistics (Mathematical Finance), October 2015, Frontiers.

(3)``Pricing Summer Days Options by Good - Deal Bounds,'' Energy Economics, Vol. 31, Issue 2, 
February 2009, Pages 289-297, Elsevier. (coauthored with K. Ohashi)

(4)``A Supply-and-Demand Based Price Model for Financial Assets,’’ The Journal of Investment 
Strategies, Vol.4, No. 2, March 2015, Pages 19-53, Incisive Media.

4）サステナブルファイナンスとしてのESG問題に関する研究
ESG 問題の解決に向けたリスクマネジメントの研究として，まずは環境問題に焦点を当て，
再生可能エネルギーのリスクヘッジについて議論するとともに，実排出削減を促す排出権市
場の低価格問題を解決する価格づけ手法を提案する。また，企業のガバナンス問題に焦点を
当てた，オペレーショナルリスクマネジメントの研究も行っている。

(1)``Volumetric risk hedging strategies and basis risk premium for solar power,’’ The Journal 
of Alternative Investments, forthcoming 2020. 

(2)``Supply-side perspective for carbon pricing,’’ Quantitative Finance and Economics 3, 1 
pp109-123. March, 2019.

(3)``An operational risk-based regime-switching model for stock prices,’’ Journal of Operational 
Risk 12, 3. pp1-15. 2017.
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専 門 分 野 : 哲学、比較思想、文化人類学、宗教学、仏教学、チベット・ヒマラヤ地域研究
研究テーマ : 生の哲学、世界哲学から見た「智慧」、仏教の心身哲学、仏教瞑想論、マインド
　　　　　  フルネス、チベット・ヒマラヤ地域の伝統的医学とヨーガ、仏教と科学の対話

１．従来の主な研究業績

（１）インド・チベット仏教における「三慧」（聞・思・修）
My graduate and doctoral research focused on the history and philosophy of the Indian and 
Tibetan Buddhist literature of "spiritual instructions", especially through the figure of 
Prajñāra mi (1518-1584) who was famous for his eclectic synthesis of all Buddhist traditions 
around the concept of the "three wisdoms" as articulated in the progression of "listening, 
reflection and practice". This research was presented in many international conferences 
(International Association of Tibetan Studies, International Association of Buddhist Studies, 
etc.) and published in journals, proceedings, books chapters or online publications: Revue 
d’ Études Tibétaines (Paris: Centre National de la Recherche Scientifique), Bulletin of Tibetology
(Gangtok: Sikkim, India), 日本西蔵学会会報 , 日仏東洋学会の広報誌『通信』, Serindia 
Publications (Chicago), The Treasury of Lives: Biographies of Himalayan Religious Masters (New 
York: Rubin Museum of Art), etc. The sum of this research is now forthcoming as a book 
(Brepols Publishers, Louvain) and I was also the first editor of the volume Revisiting 
Tibetan Religion and Philosophy (Dharamsala: AMI, 2012).

（２）インド・チベット仏教における心体哲学と瞑想論
Since I joined the Hakubi Center, my research focused on Indian, Tibetan and Himalayan 
Buddhist philosophy of mind and body, through theories of meditation and yoga, especially 
in the tradition of the Great Perfection (Dzogchen). Research was published in journals cited 
above, or as book chapters in Wisdom Publications (Boston), and featured as an editorial for 
the Réseau Asie & Pacifique, French Network for Asian Studies (CNRS, Paris). I became 
also a research col laborator of the University of Virginia among recognized 
experts on Dzogchen.

（３）仏教学、西洋哲学と科学から見た「マインドフルネス」（正念）
Since 2012, I have trained in and researched mindfulness programs proposed by medical 
schools, especially Mindfulness-Based Stress Reduction (University of Massachusetts) and 

2005 年～2008 年 
2012 年～2015 年
2013 年～2015 年
2015 年～

学位
2000 年　ボルドー第２ヴィクトル・セガレン大学人文科学部社会人類学・民族学科卒業
2002 年　同大学人文科学研究科社会人類学・民族学科専攻修士課程 1(Maîtrise) 修了
2005 年　フランス国立高等研究実習院 (EPHE、パリ ) 宗教学専攻修士課程 2(DEA) 修了
2011 年　博士 ( 文学・東洋学 )( フランス国立高等研究実習院、EPHE、パリ )
2008年～2013年　京都大学大学院文学研究科文献文化学専攻(仏教学専修)留学 、博士後期課程終了
経歴

フランス国立高等研究実習院 (EPHE、パリ ) 研究員（宗教学）
アンスティチュ・フランセ関西 -京都 (旧関西日仏学館 )非常勤講師（思想史）
京都大学白眉センター特定助教（仏教学）
現職

DEROCHE Marc-Henri 准教授
デロッシュ・マルク＝アンリ
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Mindfulness-Based Cognitive Therapy (University of Oxford). I co-organized in 2014 a 
Science-Buddhism dialogue featuring the 14th Dalai Lama Tenzin Gyatso with Kyoto 
University's Kokoro Research Center, and later an International Research Institute on the 
interdisciplinary study of meditation ( 禅 ) at Myoshin-ji, Kyoto, 2018. I am co-editor of the 
proceedings to be published by the State University of New York Press.

２．総合生存学の確立につながる学際研究、国際共同研究等

（１）総合生存学のための世界哲学・人文学――良く生きるための文化の力
At GSAIS, I have developed classes and a research group "Philosophy of Life" focused on the 
integration of philosophy and humanities into human survivability studies, according to the 
philosophical quest of the "good life" and an East-West cross-cultural perspective. Results were 
presented for example at the 1st World Humanities Conference (2017) co-organized by the 
UNESCO. Collaboration has also developed with the UNESCO to co-host the World Philosophy 
Day. A MoU was signed with Paris University, Centre Jean Pépin (CNRS), and I become a board 
member of Brill series “Philosophy as a Way of Life: Text and Studies.” A synthesis of this work 
will be available in Japanese as「生き方としての哲学――「聞・思・修」の意義と可能性」
( “Philosophy as a Way of Life: Significance and Potentialities of ‘Listening, Reflection, and 
Practice’” ) in the forthcoming collective book of GSAIS. I have been also invited to be the guest 
editor of the open access journal Religions for a special issue on "Study, Reflection, and 
Cultivation: Integrative Paths to Wisdom from Buddhist and Comparative Perspectives."

（２）新たな「総合知」の探求――マインドフルネスの研究と実践
As Fellow of the Mind and Life Institute (USA), an organization catalysing scientific research on 
mindfulness and compassion in the top universities of North America and Europe, I aim to create a 
new "integrated wisdom" around interdisciplinary research on mindfulness. Research was featured 
as「古代の知恵を未来に生かす」in『京都新聞』ソフィア (2018/4/27), or presented as “Rectifying
Mindfulness ( 念 ) according to the Three Wisdoms ( 三慧 ): A Buddhist Philosophical Framework 
and Cross-Cultural Discussion.” 日本マインド フルネス第 5 回大会 , 1: 東洋と西洋の出会い , Waseda 
University, Tokyo, 2018/12/23, published in France in the book Humanisme et Mindfulness, une 
éducation pour le XXIe siècle (2020), and forthcoming as well in the leading journal in the field of 
comparative philosophy and registered in SCOPUS, Philosophy East and West. In this way, I have 
been developing an innovative and integrative model of mindfulness based on the "three wisdoms"
( 三慧 ) that articulate the three major cognitive faculties of memory, judgment, and attention.

図 1．開発した哲学的・学際的なマインドフルネスのモデル
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　国際政治経済学、環境経済学、法と持続可能な発展を専門分野として、貿易、投資、国際金融、
環境、資源エネルギーなどをめぐる国家間の協力や対立の因果関係を明らかにし、その解決
策の提示を目指している。研究者となる前に、財務省でマクロ経済政策や WHO 条約交渉、
外務省でアジア向け ODA 立案や経済連携協定の交渉などに約 10 年間携わった。こうした経
済政策や外交実務の経験から、研究面でも、経済相互依存と国際協調、グローバルな政治経
済問題、アジア太平洋地域の国際関係などのテーマに関心を寄せ、英語、日本語、中国語
の複数言語で研究成果を発表してきている。

１．従来の主な研究業績

（１）相互依存と国際協調に関する理論研究
　国際政治理論の研究では、博士課程在籍中より一貫して相互依存が国家間の協調に与える
影響について、様々な角度から考察してきた。特に、複合的な相互依存の進んだ現在の国際
政治経済においては、「協調の必要性については一致しているが、具体的協調方法について
利害対立のある総論賛成・各論反対の状況」がしばしば生じることに注目し、ゲーム理論の
手法を使って、国際協調の成否や成立条件について研究を行った。この研究は、単著書

『Coordination & Compromise』のほか、査読論文「Coordination, Compromise, and Change」
のシリーズ 3 本、共著書『揺らぐ国際システムの中の日本』、東京大学大学院博士
論文などの成果につながっている。

（２）グローバル課題に関する研究
　また、グローバル課題について、途上国援助や資源・環境などのサステナビリティ、さら
に近年は高度人材の国際移動などに関心を寄せ、研究してきた。たとえば、途上国援助につ
いては、単著書『対中国円借款 30 年の軌跡』が代表的な研究業績である。資源や環境など
のサステナビリティについては、共著書『The Economics of Waste Management in East 
Asia』、査 読 論 文「An Examination of Sustainable Management of Pacific Bluefin Tuna 
Stock」や「A Paradox in China’ s Environmental Management: An argument from a 
comparative study on waste recycling policies between China and Japan」といった成果に
つながっている。また、高度人材の国際移動に関しても、査読論文「Do Asia-Pacific Region 
Universities Need a Recognition Framework for Foreign Educational Credentials? - 
Implications of Survey Data from Japan」といった論文を発表している。

1998.4-2003.7
2005.2-2008.3
2008.4-2010.3
2010.4-2014.3
2014.4-2016.3
2016.4-2019.3
2019.4-

学位
博士（国際協力学）東京大学 2012 年
博士（国際政治学）北京大学 2009 年
修士（サステナビリティ学）ハーバード大学　2019 年
修士（国際関係論）香港大学　2003 年
経歴

大蔵省（大臣官房文書課、理財局財政投融資総括課企画係長 等）
外務省（経済協力局国別協力第一課、アジア太平洋局南東アジア第一課メコン班長）
東京財団（政策研究部研究員）
明治大学（国際連携機構特任講師、特任准教授）
笹川平和財団（日中交流基金室長）
東洋大学（国際教育センター准教授）
現職

関山　健 准教授
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（３）アジア太平洋地域研究
研究の対象地域としては、中国留学の影響もあって従来は中国や日中関係を主な研究対象と
してきた。単著書『対中国円借款30年の軌跡』や『日本对华日元货款研究 : 终结的内幕』などが、
日中関係に関する代表的な研究成果である。さらに近年は、東南アジアや米国なども含むア
ジア太平洋地域へと関心を拡大し、共著書『アジア太平洋の未来図』、『Rethinking the 
Triangle: Washington-Beijing-Taipei』、査読論文「The problem of the South and East China 
Sea」や「A Case of US-Japan Conflict over Commercial Whaling」などを発表してきている。

２．総合生存学の確立につながる学際研究、国際共同研究等

（１）営農型太陽光発電の政策的有用性
Scopus 収録のオープン・アクセス・ジャーナル Environments で 2019 年 6 月に発表した論
文 “Solar Sharing for Both Food and Clean Energy Production” は、農業工学の専門家との
異分野融合による共著論文（関山健が第一筆者）。同論文では、農地の上に太陽光パネルを
設置する「営農型太陽光発電」の発電および作付けのパフォーマンスを検証したうえで、「太
陽光発電と農地との用地重複問題」や「乾燥砂漠地帯での食料生産問題」に対する一つの解
決策としての有用性を提示しました。この論文は、2019 年 5 月 29 日にハーバード大学で開
催されたサステナビリティに関するシンポジウムに招かれ口頭発表したほか、6 月 4 日のオ
ンライン公開から半年（2019 年 12 月 31 日現在）で 2140 件の閲覧と 1件の引用を得るなど、
既に一定の注目を集めている。

（２）太平洋クロマグロを巡る国際政治
2017 年 に 発 表 し た “International Relations Surrounding Pacific Bluefin” お よ び “An 
Examination of Sustainable Management of Pacific Bluefin Tuna” の 2 本の単著論文で、近
年資源量の減少が指摘される太平洋クロマグロを巡る主要国間の利害対立の構造や、捕鯨問
題との類似性を指摘し、より望ましいと考えられる管理方法を提示した。これらの論文も、
太平洋クロマグロの資源量に関する自然科学的知見と国際政治学的分析とを組み合わせた
異分野融合型研究の一例である。

（３）東アジアのリサイクル政策比較分析
イギリスの人文・社会科学分野大手学術出版社 Routledge から 2016 年に出版した共著書
The Economics of Waste Management in East Asia では、工学、経済学などの研究者や産
業界の実務家と異分野融合研究を行い、東アジアのリサイクル政策の特徴とその改善に向けた
政策提言を行った。
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３.３.２　特定教授等

　本学館の運営には特定教員が非常に大きな貢献を行ってきた。特に、文部科学省博士課程教
育リーディングプログラム「京都大学大学院思修館」の期間（2011 年度～2017 年度）には、
総合生存学館の基幹部分に本学学部長経験者らが特定教授として様々な任に就いた。これらの
教員は、学生の研究指導にも取り組んだ。2018 年度からは、民間等との共同研究による外部
資金、思修館基金等で特定教員を雇用し、また、白眉センターや産学共同講座において若手
教員を受け入れ、研究の活性化を図っている。
　JICA、NEDO、日本銀行から特定教授を受け入れており、これらの政府関連機関の人材が、
常勤として教育と国際協力や産業技術、そして金融に直接関わり、大学院生を指導している。
　
　以下に、これまでの在籍教員の研究分野等を記す。

（１）過去に在籍した特定教員
泉　　拓良　特定教授、2013.04.01～2018.03.31　 史学 ( 考古学 )、文化財学
大嶌幸一郎　特定教授、2012.10.01*～2018.03.31　有機化学、有機金属化学
川井　秀一　特定教授、2013.04.01～2018.03.31 　森林学、木材科学、環境学
木邨　洗一　特定教授、2015.04.01～2018.03.31 　JICA、国際協力、開発教育
塩田　浩平　特定教授、2012.10.01*～2014.03.31　解剖学、胎児・新生児医学
千葉　　勉　特定教授、2015.04.01～2017.03.31　 基礎医学、内科系臨床医学
橋口　道代　特定教授、2012.10.01*～2015.03.31　国際協力、開発教育、ＮＧＯ連携
林　　信夫　特定教授、2013.04.01～2017.03.31 　ローマ法、西洋各国の法の歴史
藤田　正勝　特定教授、2015.04.01～2018.03.31 　哲学、倫理学、宗教学
光山　正雄　特定教授、2013.04.01～2018.03.31 　基礎医学、微生物感染症・免疫学
吉川みな子　特定准教授、2018.04.01～2019.03.31 渡航医学、公衆衛生学、ウイルス学
楊　　　欽　特定助教、2019.05.01～2019.12.31　 メディア芸術、現代アートイノベーション
（* 2013 年 3 月 31 日以前の期間は、思修館設置準備室）

（２）現在の特定教員
高島　宏明　特定教授、2018.4.01～　　 JICA、国際協力、開発教育
武田　英俊　特定教授、2019.10.01～　  日本銀行、金融システム、金融政策
土佐　尚子　特定教授、2018.07.01～　  メディア芸術、アートイノベーション
篠原　雅武　特定准教授、2019.04.01～  哲学、環境人文学
吉田　朋央　特定准教授、2018.05.01～  NEDO、研究開発、バイオミメティクス 
水本　憲治　特定助教、2018.12.01～　  白眉センター、感染症疫学
KAMRANZAD, Bahareh　特定助教、2019.04.16～　白眉センター、気候変動、沿岸保護
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３.４　最近の特徴的な研究

　大学院総合生存学館の教員の論文業績は、査読付き論文 730 編（うち 2017-2019 年 78 編）
査読付き国際会議論文217編（うち2017-2019年 22編）である。発表論文では、Nature誌 1編、
Scientific Reports 5 編 (Nature 出版 ) などを含む。大学院総合生存学館設立以来の注目すべ
き論文発表においては、加齢に伴う脳機能調査結果に関するもの (Scientific Reports 2 編 )、
福島第一原発事故の影響評価の英国ブリストル大学との国際共同研究 10 編 ( うち Scientific 
Reports 3 編 )、天文学関連で太陽や恒星フレア関連のもの ( アメリカ天文学会誌（ApJ)2 編 )、
金融におけるオペレーショナルリスクの影響を数式化したもの (Journal of Operational Risk 
1 編 )、国際的租税回避の危険が高い企業をネットワーク科学により分析したもの (Applied 
Network Science 1 編 ) などがある。また、国際会議における招待講演、基調講演も毎年行
われている。
　最近に行われた総合生存学館を代表する研究には、ネットワーク科学、法・経済学を駆使
した「多国籍企業の租税回避に関する研究」、企業の突発的なガバナンスなどによるリスク
ヘッジを議論する「ESG 問題に関するリスクマネジメントの研究」、環境放射線と宇宙放射
線を総合的に解析する「惑星放射線環境に関する研究」、そしてアート・サイエンスを駆使
して社会に大きな影響を与えた「アートイノベーションに関する研究」がある。グローバル
問題の解決策提案のためのブロックチェーン・暗号資産の学術研究、災害リスクの数値化と
その経済的評価研究、太陽フレアと人工衛星の故障の関連性の研究など、特筆すべき学術的
な領域の研究が進んでいる。
　総合生存学館の行う研究は、文理融合、学際領域研究、かつ社会実装を想定しており、こ
れらの研究はすべて複数分野にわたるが、いずれも各国から注目を集め、今後の発展が見込
まれる。
　著書としては、平成　27 年に出版した総合生存学概論の英語版を平成 30 年に出版すると
ともに、続編の出版企画が進んでいる（令和 2 年中に出版予定）。これら総合生存学に関す
る和文および英文の出版物は、新しい分野横断型の領域を開拓するという意味で学術コミュ
ニティへの一定のインパクトがあると言える。また、データ科学に関する翻訳書、日本環境
共生学会の著述賞を受けた地球人間圏科学入門書が著書として出版されている。
　特許については、教員合計 85 件が数えられているが、大半は企業での勤務経験のある専任
教員（山口・池田両教授）の実績であるが、総合生存学館設立からの特許としては、原発の
廃炉関係で１件（「原子炉容器や格納容器のキレツを空気中の水蒸気を用いて封鎖する方法」、
特許番号「特願 2015-205907」）がある。
　学会発表は、各教員の所属する学会での発表のほか、学生にも学会への所属を奨励し適宜
発表している。学会のみならず日本学術会議や日本工学アカデミーでの招待講演も行われて
いる。

３.４.１　メディアに紹介された論文

　2013 年に大学院総合生存学館が設立されてから、メディアに紹介された主な論文は以下の
7編である。

(a) 2014 年 1 月に Scientific Reports 誌に発表された論文 (Yamashiki et al. 2014, SREP) は、
　 福島第一原発事故に関わる陸域から海洋への放射性物質の定量評価を初めて行ったもので、
　 朝日新聞に紹介され、論文の被引用数は 2020 年 1 月時点でWeb of Science 76 編 (Google 
　 Scholar 112 編 ) で、Nature Asia の注目の論文にも選定された。
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(b) 2017 年 7 月に The Astrophysical Journal Letters 誌に発表された論文 (Seki et al. 2017, 
　 ApJL) は、太陽表面の爆発により宇宙空間にプラズマ（電離ガス）が噴出される現象「フィ
　 ラメント噴出」の前兆現象として、1 時間ほど前からプラズマの動きが活発になることを
　 地上データの解析より求め、京都新聞などに掲載された。

(c) 2017 年 11 月に Scientific Reports 誌に発表された論文 (Kawagoe et al. 2017, SREP) は、
　 軽度認知障害の高齢者が、健常高齢者に比べてヒトの顔を短期的に記憶する能力が特に低下
　 していることを発見し、認知症傾向の早期発見に繋がる研究で、朝日新聞等に掲載されたが、
　 論文の被引用数は2020年 1月時点でWeb of Scienceで 5編 (Google Scholar 8 編 )である。

(d) 2017 年 9 月に Remote Sensing 誌に発表された論文 (Shweta et al.2017, RS) は、琵琶湖を
　 例に水草の定量化および分類に人工衛星によるリモートセンシング技術が応用できること
　 を初めて明らかにした論文で、JAXAや工学研究科との共同研究であり、京都新聞、毎日
　 新聞、マイナビニュース等に紹介され、また多数のリンクも紹介された。

(e) 2017 年 11月に、Journal of Hydrology 誌に発表された論文 (Troseij et al.2017, JofH) は、
　 阿武隈川から仙台湾に放出される河川水がどのように湾に広がり、その結果をリモートセン
　 シング技術により検証した論文で、プリマス海洋研究所、海洋研究開発機構等との共同研究
　 成果であり、京都大学でのプレスリリースのあと、日経新聞等に紹介された。

(f) 2019 年 7 月に Astrophysical Journal に紹介された論文 (Yamashiki et al. 2019, ApJ) は国
　 立天文台、日本原子力研究開発機構、NASA/GSFC、ブリストル大学などとの共同研究で
　 あり、太陽系外惑星のハビタブルゾーンに存在する主要な系外惑星において有名な Proxima 
　 Cen b や TRAPPIST-I e においては、主星からの極端紫外線フラックスにより大気散逸が発生
　 している可能性が高く、推定した主星からのスーパーフレア強度と頻度を用いたモンテカルロ
　 シミュレーション結果から、毎年発生しうるスーパーフレアによって地球型生物にとっての
　 危険な被ばく線量 (10Sv) に達する可能性を述べたもので、京都新聞、読売新聞、共同通信（および
　 地方紙）、日本経済新聞、SORAE、NHKなどに掲載された。

(g) 2019 年 9 月にアメリカ科学学会 (ASC) の専門誌 Environmental Science & Technology 
　 (IF 7.2) に受理された論文 (Taniguchi et al. 2019, EST) は、上記論文 (a) の結果も含めて全
　 体統括した論文で、原発事故後、人の活動の割合が大きい河川ほど放射性物質濃度の減少
　 傾向が高く、チェルノブイリ事故後の河川中の濃度減衰などと比較しても優位に大きいため、
　 除染などの影響で放射性物質濃度の低下が出ている証拠が示されており、福島民友などに
　 掲載された。

上記 (a) ～ (g) の詳細は以下のとおり。
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<2014>

(a) Yosuke Yamashiki, Yuichi Onda, Hugh G. Smith, William H. Blake, Taeko Wakahara, 
　 Yasuhito Igarashi, Yuki Matsuura, Kazuya Yoshimura. 2014. Initial flux of sediment-associated 
　 radiocesium to the ocean from the largest river impacted by Fukushima Daiichi Nuclear 
　 Power Plant. Scientific Reports. 4. 3714; DOI:10.1038/srep03714.
　 http://www.nature.com/articles/srep03714
　 1) 掲載タイトル「阿武隈川から海へ６兆ベクレル　１１年９月の台風」
　 掲載新聞名：朝日新聞　http://www.asahi.com/articles/ASG1J41R3G1JPLBJ001.html
　 掲載年月日：2014 年 1 月 20 日
　 担当：山敷教授
　 Nature Asia 注目の論文ページ
　 https://www.natureasia.com/ja-jp/srep/abstracts/52665

<2017>

(b) Daikichi Seki, Kenichi Otsuji, Hiroaki Isobe, Takako T. Ishii, Takahito Sakaue, and Kumi 
　 Hirose. (2017). Increase in the Amplitude of Line-of-sight Velocities of the Small-scale Motions 
　 in a Solar Filament before Eruption. The Astrophysical Journal Letter, 843, L24 (5pp.) 
　 https://iopscience.iop.org/article/10.3847/2041-8213/aa7559/pdf
　 1) 掲載タイトル「通信障害起こす太陽プラズマ噴出　1時間前に前兆観測成功」
　 掲載新聞名：京都新聞（朝刊 29 面）
　 掲載年月日：2017 年 7 月 7 日
　 担当：関大吉氏（大学院生）磯部特任准教授

(c) Kawagoe T, Matsushita M, Hashimoto M, Ikeda M, Sekiyama K. (2017). Face-specific 
　 memory deficits and changes in eye scanning patterns among patients with amnestic mild 
　 cognitive impairment. Scientific reports, 7, 1, 14344
　 1) 掲載タイトル「軽度認知障害　人の顔覚えるの苦手」
　 掲載新聞名：朝日新聞
　 掲載年月日：2017 年 11 月 18 日
　 担当：積山薫教授

(d) Shweta Yadav (Primary Author), Minoru Yoneda, Junichi Susaki, Masayuki Tamura, 
　 Kanako Ishikawa, and Yosuke Yamashiki (Corresponding Author). 2017. A Satellite-Based 
　 Assessment of the Distribution and Biomass of Submerged Aquatic Vegetation in the 
　 Optically Shallow Basin of Lake Biwa, Remote Sensing 9(966); doi:10.3390/rs9090966
　 http://www.mdpi.com/2072-4292/9/9/966
 　1) 掲載タイトル「琵琶湖水草を空から把握　衛星画像で分布推定」
　 掲載新聞名：毎日新聞
 　掲載年月日：2017 年 11 月 11 日
　 2) 掲載タイトル「琵琶湖の水草、人工衛星で監視　京大などが新手法」
　 掲載新聞名：京都新聞
　 掲載年月日：2017 年 11 月 10 日
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　 3) 掲載タイトル「人工衛星で湖の淡水管理へ - 京大」
　 掲載新聞名：マイナビニュース
　 掲載年月日：2017 年 12 月 4 日
　 担当：山敷庸亮教授
　 京大ホームページ
　 http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research/research_results/2017/170918_1.html 

(e) Josko Troselj, Takahiro Sayama, Sergey M.Varlamov, Toshiharu Sasaki, Marie-Fanny 
　 Racault, Kaoru Takara, Yasumasa Miyazawa, Ryusuke Kuroki, Toshio Yamagata, 
　 Yosuke Yamashiki(2017). Modeling of extreme freshwater outflow from the north-eastern 
　 Japanese river basins to western Pacific Ocean. Journal of Hydrology, 555, 956-970.
　 1) 掲載タイトル「京大、河川から海への水の動き・台風時のモデルを精緻化」
　 掲載新聞名：日本経済新聞
　 掲載年月日：2017 年 12 月 5 日
　 担当：山敷庸亮教授　寶馨教授
　 京大ホームページ
　 http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research/research_results/2017/171023_2.html

<2019>

(f) Yosuke A. Yamashiki, Hiroyuki Maehara, Vladimir Airapetian, Yuta Notsu, Tatsuhiko Sato, 
　 Shota Notsu, Ryusuke Kuroki, Keiya Murashima, Hiroaki Sato, Kosuke Namekata, Takanori 
　 Sasaki, Thomas B. Scott, Hina Bando, Subaru Nashimoto, Fuka Takagi, Cassandra Ling, 
　 Daisaku Nogami,and Kazunari Shibata. (2019). Impact of Stellar Superflares on Planetary 
　 Habitability, The Astrophysical Journal, volume 878. 
　 1) 掲載タイトル「地球に似た惑星に致死的放射線 生命存在に過酷な環境」 
　 掲載新聞名：共同通信 Web 記事（全国） 
　 掲載年月日：2019/07/16
　 2) 掲載タイトル「地球外生命は存在する？放射線量推測、京大グループが新手法考案」
　 掲載新聞名：京都新聞 地域のニュース、Web 版 
　 掲載年月日：2019/07/16
　 3) 掲載タイトル「M型星はやっぱりつらい。スーパーフレアが系外惑星に与える影響を
　 世界で初めて定量化」 
　 掲載新聞名：SORAE　天文 
　 掲載年月日：2019/07/16
　 4) 掲載タイトル「地球似惑星に致死的放射線　生命存在に過酷な環境」
　 掲載新聞名：日本経済新聞 Web ニュース 
　 掲載年月日：2019/07/17
　 5) 掲載タイトル火星での放射線 
　 掲載メディア：NHK NHK関西・京都 
　 掲載年月日：2019/07/17
　 6) 掲載タイトル「系外惑星に大量放射線　地球上生命の生存困難？京大教授グループ調査」
　 掲載新聞名：東京読売新聞　８ページ サイエンス＆エコロジー
　 掲載年月日：2019/08/08
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　 7) 掲載タイトル「地球外で生命を探す　水以外の条件も、見直し始まる」および
　 「生命宿る星　「水＋α」が条件 放射線量や元素の比率も重要」
　 掲載新聞名：日本経済新聞 コラム欄（全国）および朝刊（全国）
　 掲載年月日：2019/10/5 および /10/06
　 担当：山敷庸亮教授
　 京大ホームページ
　 http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research/research_results/2019/190716_1.html
　 国立天文台学ホームページ
　 https://www.nao.ac.jp/news/science/2019/20190716-kyoto.html
　 日本原子力研究開発機構ホームページ
　 https://www.jaea.go.jp/02/press2019/p19071601/

(g) Keisuke Taniguchi, Yuichi Onda, Hugh G. Smith, William H Blake, Kazuya Yoshimura, 
　 Yosuke Yamashiki, Takayuki Kuramoto, Kimiaki Saito (2019). Transport and redistribution 
　 of radiocaesium in Fukushima fallout through rivers. Environmental Science & Technology.
　 Publication Date:September 6, 2019. https://doi.org/10.1021/acs.est.9b02890
　 https://pubs.acs.org/doi/10.1021/acs.est.9b02890
　 1) 掲載タイトル「人が活動の地域河川セシウム濃度が低下」 
　 掲載新聞名：福島民友 
　 掲載年月日：2019/09/27
　 担当：山敷庸亮教授

３.４.２　国際会議論文

　情報系では国際会議論文が重要であるが、専任教員が発表した論文のいくつかを以下に示す。

[1] "Choose for no choose" --- Random-Selecting Option for the Trolley Problem in Autonomous 
　 Driving, Liang Zhao, Wenlong Li, Proc. 9th International Conference on Logistics, Informatics 
　 and Service Sciences (LISS2019), 2019.7
　 内容：自動運転車が（ブレーキが効かなくなって）暴走している．そのまま直進すると 5 人が
　 ひかれるが，進路を変えると 1 人がひかれる，という場合，どの選択をしたら一番いいか．
　 本論文はランダムに選択するという提案を与え，従来の功利主義とカント主義と比べ有益性を
　 議論した．

[2] A Privacy-Aware Exergame Platform for Multi-domain Cognitive Training, Z. Liu, D. Ke, R. 
　 Sato, T. Takami and L. Zhao, Nicograph International (NicoInt) 2018, 58-61, 2018.6
　 内容：動きの検出にカメラではなくレーダーを用いた認知症予防のためのゲーム．

[3] A Practical System for Optimized Assignment of Shelters to Evacuees, Liang Zhao, Proc. 
　 third IEEE Canada International Humanitarian Technology Conference, 2017.7
　 内容：リアルタイムのクラウドコンピューティングによる最適避難所割当の計算．

[4] Optimal Assignment of Wide-Area Evacuation Centers for Kyoto City, Liang Zhao, Proc. 
　 5th Operations Research and Statistics (ORS 2017), 171-174, 2017.3
　 内容：京都市を例に広域避難場所の最適割当．
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[5] A Study on Variable Control of Sound Vibration Form (SVF) for Media Art Creation. 
　 Yunian Pang, Liang Zhao, Ryohei Nakatsu, Naoko Tosa, 2017 International Conference on 
　 Culture and Computing, Culture and Computing 2017, Kyoto, Japan, Sep. 10-12, 2017, 
　 136-142, 2017.
　 内容：音を利用した芸術品の制作

[6] Creation of Media Art Utilizing Fluid Dynamics. Naoko Tosa, Ryohei Nakatsu, Yunian 
　 Pang, Liang Zhao 2017 International Conference on Culture and Computing, Culture and 
　 Computing 2017, Kyoto, Japan, Sep. 10-12, 2017, 129-135, 2017.
　 内容：流体を用いた芸術品の制作

[7] 国際会議での表彰：１件　2017.9 The 16th International Conference on Entertainment 
　 Computing, Best Paper Honorable Mention, “Genesis: New Media Art Created as a 
　 Visualization of Fluid Dynamics,” 受賞者 : Naoko Tosa, Pang Yunian, Liang Zhao, Ryohei 
　 Nakatsu
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第４章　産学連携活動・社会貢献

　平成 30 年３月末日にて思修館プログラムにおける国からの経済的支援期間が終了。独立
財源に基づく研究科として平成 30 年４月より、教員・研究者数が減少した状況のもと、カ
リキュラムの弾力化と業務の効率化、外部資金の積極的な活用によって、研究・教育活動を
軌道に乗せた。
　具体的には（１）産学共同講座の設置、（２）外部機関（JICA、NEDO、日本銀行）から
の出向契約に基づく特定教員の受け入れ、（３）若手教員・研究員の受け入れ、（４）複合型
研究会の設置により、異なる分野横断型の研究実施体制の確立を図った。

４.１　民間、国際機関等との共同研究及び協力協定

　運営費交付金などが減少するなか、外部組織との連携や外部資金の獲得が求められている。
運営費交付金だけでは賄えない部分については、総長裁量経費、全学経費の支援を受けると
ともに、京都大学基金の枠組みで設置した思修館基金において企業等からの支援を継続的に
受け、研究推進の財源の一部としている。
　民間等との共同研究も積極的に受け入れ推進する体制としている。総合生存学館が平成 29
年度以後実施している共同研究としては、以下のものがある。
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　これらに加え、グローバル問題の解決策提案のためのブロックチェーン・暗号資産の学術
研究のため提携契約を、リップル社（米国）と締結し、暗号資産の取引ネットワーク構造の
解明等の課題について共同研究を進めている。
　また、包括共同研究促進協定を締結している日本企業等は以下のとおりである。

　( 株 ) ブロードバンドタワー (2017)
　川崎重工業 ( 株 ) 技術開発本部 (2017)
　関西電力 ( 株 ) 地域エネルギー本部 (2017)
　住友電気工業 ( 株 ) 研究開発本部 研究企画業務部 NEXTセンター (2017)
　DMG森精機 ( 株 )(2017)
　京都信用金庫 (2017)
　( 株 ) 堀場製作所 (2017)
　シミックホールディングス ( 株 )(2017)
　( 株 ) フェニクシー (2018)
　国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 (2019)
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４.２　産学共同講座

　総合生存学館は、京都大学における産学共同講座の設置に関する定めに基づき、2019 年に
凸版印刷株式会社との間に産学共同講座を設置した。

＜凸版印刷アートイノベーション産学共同講座＞
　京都大学と凸版印刷株式会社（以下　凸版印刷）は、2019年5月からの3年を期間としてアー
トを主題とした産学共同講座を開設した。先の読めない AI 時代において、アートの創造性
を新しい価値創造を生み出す方法としてグローバル社会に貢献することを目指す。特に日本
美を切り口に、表現・技術開発とその産業応用に取り組むことになっている。概要は以
下の通りである。

（１）部局名
京都大学　大学院総合生存学館
 
（２）産学共同講座の名称
凸版印刷アートイノベーション産学共同講座

（３）産学共同講座の参画機関
凸版印刷株式会社

（４）産学共同講座の設置目的及び実施する取組内容
設置目的：
　世の中に新しい価値創造を生み出す方法を計画的・組織的に実現するために、講座を設置し、
アートの手法を用いて日本美を切り口に、表現・技術開発とその産業応用に取り組む。
実施する取組内容： 
１）アート思考の考え方に基づいた人財開発
２）日本美をテーマとしたアートコンテンツ研究
３）流体アート 3D技術開発
４）上記のアート研究のプロジェクト化
５）アートイノベーション研究成果のアピール
６）成果を用いた社会貢献

（５）産学共同講座の設置期間
2019 年 5 月 1 日～ 2022 年 4 月 30 日（3年間）

　また、ＪＸ金属株式会社（以下、「ＪＸ金属」）からも産学共同講座の申し出があり、令和
２年５月開設をめざすこととしている。ＪＸ金属とは、これに先立ち、2019 年度に「ＳＤＧ
ｓ実現に向けた包括共同研究促進協定」を締結した。同協定は、ＳＤＧｓの実効的な実現に
向けて、産学の英知を結集して具体的な共同研究課題を発掘・抽出・研究するとともに、これに
係るグローバルイシューへの解を提供するとの観点から研究促進を図り、もって国際貢献、
学術研究及び教育の発展に寄与することを目的とするものである。同協定締結に伴い、2020 年
1 月 22 日に執り行われた調印式ではＪＸ金属 村山社長から「非鉄産業、資源産業界の抱え
る共通課題を抽出し、ＳＤＧｓ実現の流れをリードする活動になることを期待している。」と、
総合生存学館 寶館長から「学際的な問題解決型アプローチを実践する総合生存学館が、
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専門分野を越えて持続可能な未来社会を指向するＪＸ金属社と協力し、新しい共同研究が展
開することを期待している。」とそれぞれ挨拶が述べられた。

＜ＪＸ金属との協定概要＞
（１）期　　間：５年間
（２）内　　容：共同研究課題の発掘・抽出、総合生存学館（思修館）教員・研究員・学生と
　　　　　　　 ＪＸ金属社員との相互交流、インターンシップの受け入れ等

４.３　エグゼクティブ・リーダーシップ・プログラム

　社会連携プログラムとしての「京都大学エグゼクティブ・リーダーシップ・プログラム
by 思修館」（以下、京大 ELPs）は、2014 年度の 1 年間の設計期間と準備期間を経て、2015
年度に総合生存学館によって創業された。これまで、学生に行ってきたリーダーシップ教育
の対象を社会人に広げること、その対価となる寄付金が思修館基金として学生の教育、・育
成支援に還流する仕組み作りを目的とした。
　プログラムのコンセプトは「務本の学、京八思」とした。先の見えない複雑な世界において、
枝葉末節ではなく、本質を理解する学問を学ぶこと。そして、総合生存学館で行なう学問の
基盤である 8分野「八思」、人文・哲学、経済・経営、法律・政治、異文化理解、理工、医薬・生命、
情報・環境、芸術を網羅的に学ぶプログラムを構成した。京八思の京は言うまでもな
く京都であり、文化の世界的中心であるこの京都で学ぶことを重要視した。
　講師には京都大学全学を中心に、各分野を牽引する研究者を招聘し、芸術分野では日本を
代表する本家家元を招いた。
　1 年目の 2015 年度から 3 年目の 2017 年度の 3 年間は、京大 ELPs としてそこで得た寄付
金を思修館基金に組み入れる制度設計としてきたが、さらに多くの京大全学の教員の協力を
得るために京大本部の取り組みとして発展させ、山極壽一総長の賛意を得て 2018 年度より
現在に至るまで、「京都大学エグゼクティブ・リーダーシップ・プログラム」（以下、京大
ELP）と名称変更をして、思修館メンバーを中核にしながら運営している。

４.４　社会貢献

４.４.１　学外における兼業等

　大学教員として、学外の様々な組織や委員会において貢献している。平成 29 年度以後の
兼業（委員等の委嘱等）について、表 13 に取りまとめた。合計延 109 件の内訳は以下のよ
うである。
　　日本学術会議連携会員
　　大学等の非常勤講師等
　　大学等の委員等
　　国立研究開発法人等の研究員等
　　法人等の役員等
　　法人等の委員等
　　法人等の研究員等
　　国及び地方自治体の委員等
　　民間会社の社外取締役・アドバイザー
　　民間会社等の委員・コンサルタント
　　病院の非常勤医師

2件
26 件
12 件
10 件
10 件
14 件
 7 件
9 件
4 件
10 件
5 件



72 第４章
産学連携活動・社会貢献



第４章
産学連携活動・社会貢献 73



74 第４章
産学連携活動・社会貢献

西安電子科技大学大学院
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４.４.２　地域社会との連携

　人類社会の生存を脅かす諸課題の解決、すなわち、様々な自然的・社会的インパクトによ
るリスクを回避・軽減して、持続可能な社会を構築していくために、机上の理論的な研究は
もとより、実際の現場での実践的な研究が必要である。こうした観点から、京都市と連携し
て研究を進めている。京都市は、ロックフェラー財団により世界のレジリエントシティー
100 都市の一つに選定されており、レジリエントな都市とは何か、どのような活動を展開して
いくべきか、等について、複合型研究会「レジリエント社会創造研究会」を開催し、京都市
の職員、NGOや市民も交えてアカデミアの立場から議論を重ねている。
　また、八思分野の一つである芸術分野の研究を推進すべく、ロンドン大学との協定に基づく
アート・サイエンスに関する国際会議を、芸術文化に優れた京都市と連携して開催し、アート
・サイエンス融合領域の活動を作品の形で展示する招待展および公募展を京都大学と建仁寺
において開催し、多数の市民御参加を得た。2019 年 5 月にアート・イノベーションをテーマ
とする産学共同講座を設立した。今後、総合生存学館におけるこの産学共同講座を拠点とし
て、アート・イノベーション活動が学術・産業・行政などの領域において盛んになることが
期待される。



水・エネルギー・災害研究に関するユネスコチェア（WENDI）の開設
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第５章　国際的な活動
　グローバルリーダー等を養成するのが、総合生存学館（思修館）の主要なミッションの一
つであり、学際性に加えて、国際性がその特徴である。特に、国連機関・国際機関との連携
に力を入れてきた。総合生存学館が部局館協定をまず結んだ後、全学協定に発展した例も少
なくない。海外大学との協定も積極的に結んでおり、学生の派遣や共同研究などを行っている。
　このほか、国連機関との共同研究として、食糧農業機関（FAO）と食品ロスに関する共同
研究を行なっている。また、ASEAN 諸国との多国間の国際共同として、研究科学技術振興
機構の国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プログラム） 「国際共同研究拠点」
のもとで京都大学として実施している「日 ASEAN 科学技術イノベーション共同研究拠点－
持続可能開発研究の推進」(JASTIP、平成 27 年度～令和 2年度 ) の防災分野に参画している。

５.１　国連機関・国際機関との協定

５.１.１　全学協定

　総合生存学館が中心となり全学協定を締結した国連機関は、国連教育文化機関（UNESCO,  
2012）、国連環境計画（UNEP, 2013）、国連食糧農業機関（FAO, 2016）、国連開発計画
（UNDP, 2016）である。
　また、国際機関としては、国際核融合エネルギー機構（ITER, 2014）、タイ国立科学技術
開発庁（NSTDA , タイ , 2018）、経済協力機構（OECD, 2019）がある。

５.１.２　部局間協定

　部局間協定を締結した国際機関は、OECD (2012)、世界石炭協会（WCA, 2013）、FAO 
(2014)、国連人口基金（UNFPA, 2016）、UNESCO生態水文学ヨーロッパ地域センター（ポー
ランド , 2017）ASEAN エネルギーセンター（ACE, 2018）である。FAO は 2016 年に全学
協定に発展した。OECD は、2019 年 11 月に総合生存学館のインターン協定を元に全学協定
へと発展した。また、英国プリマス海洋研究所（PML, 2018）とも協定を締結しており、
共同研究を行っている。

５.１.３　その他

　なお、部局間学術協定や大学間学術交流協定以外では、独立行政法人国際協力機構
（JICA, 2014）、独立行政法人国際協力機構バングラデッシュオフィス（JICA, 2014）との協
力協定、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）と水・エネルギー・災害研究に関するユネ
スコチェア（WENDI）の開設に関する協定（UNESCO Chair on water, energy and disaster 
management for sustainable development, 2018）を大学として締結している。

５.２　海外大学との協定・共同研究

　海外の主要な大学・研究組織との連携による研究活動としては、英国ブリストル大学、ケン
ブリッジ大学生存リスク研究センター ( 絶滅リスク研究機関 CSER)、ロンドン大学、米国 NASA
ゴダード宇宙飛行センター、アリゾナ大学との共同研究が挙げられる。
　アリゾナ大学水文大気科学科とは部局間協定を締結（2018）し 1)、宇宙総合学研究ユニットと
ともに、バイオスフィア ２を利用したスペースキャンプを実施し、内外に情報発信を行った。
さらに、ケンブリッジ大学生存リスク研究センター（CSER）とも部局間協定を締結し 2)、
１名の学生が海外武者修行で１年間滞在中であり、研究員として赴任し、研究を行っている。
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　また、レジャイナ大学（カナダ , 2017）、ハノーファー大学（ドイツ , 2017）、マッコーリー
大学（オーストラリア , 2017）、ロンドン大学ゴールドスミス校コンピューター学部（イギリス , 
2017）、ヴロッワフ科学技術大学コンピュータサイエンス学部（ポーランド , 2018）、ウタラマ
レーシア大学（マレーシア , 2018）など多数の大学機関・研究所と部局間学術交流協定を締
結している。そのほか、リオグランデドスル連邦大学（UFGRS, ブラジル）、カリフォルニ
ア大学マーセッド校（アメリカ）、スタンフォード大学（アメリカ）との協定について
協議中である。
　アジア域では、インド工科大学ルールキー校、デリー大学、マレーシア工科大学（UTM）
及びその配下のマレーシア日本国際工科院（MJIIT）、マレーシア理科大学（USM）、ウタラ
マレーシア大学（UUM）、インドネシア科学院（LIPI）、ガジャマダ大学、ベトナム・チュ
イロイ（水資源）大学、中国・長安大学などがある。これらの共同研究の成果は、国際共著
論文あるいは異分野共著論文として、学術雑誌に掲載されている。また、マスメディア等で
取り上げられた成果もある。
　なお、学館教員が関わって大学間学術交流協定を結んだ機関は、サンパウロ大学（ブラジ
ル , 2014）、イエジン農業大学（ミャンマー , 2017）、マレーシア工科大学（UTM, 2016）がある。

（左）英国ケンブリッジ大学との相互学術協定締結。左から、ユリウス講師、山敷教授、リース男爵。
（右）本学学生による研究議論の様子。

1) http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/international/events_news/department/seizongaku/news/2017/180215_1.html
2) http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/international/events_news/department/seizongaku/news/2017/180119_1.html

５.３　武者修行に関わる海外展開

総合生存学館の特徴は、大学間協定を締結する際に、大学院生の武者修行における研修先と
しての位置付けを特に重視する点である。そのため、MOU に至らなくても LOA や TOR を
締結する例が多い。OECD とは、附属機関の IEA も含め毎年優秀な学生を継続的に派遣して
きたために、全学協定に発展した。また、グローバル CCS インステュート（GCCSI, オースト
ラリア , 2018）、ASEAN/ACE とはインターンシップ協定を交わしている。大学間学術交流
協定を交わしている国際機関としては、国連開発計画（UNDP, 2016）、国際連合食糧農業機
関（FAO, 2018）が、また大学としては、イエジン農業大学（ミャンマー , 2017）が挙げられる。
FAO においては、2 名の正規職員を就職させ、共同研究及び共同シンポジウムを行ってきて
いる。UNESCO へも研修生の派遣を行なっており、職員はでていないものの、パリ本部の
研修先などを中心に人気が高い。UNESCO はカテゴリー 2 センターが存在し、その関連機関
や関連大学との協定が存在する。協定締結には至っていないが、例えば世界知的所有権機関
（WIPO）においては、一人の WIPO 研修生を経た卒業生がコンサルタントとして就職した
例があり、スタンフォード大学やカリフォルニア大学には研修生を派遣した例がある。
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５.４　総合生存学館国際シンポジウム 

　総合生存学館では、毎年国際シンポジウムを開催してきた。以下、これまで開催してきた
国際シンポジウムを示す。
　最初の３回は、リーディングプログラム開始直後であり、各機関におけるグローバル人材
育成の考え方や、実際に教育プログラムを実践している海外大学における実例を知り、総合
生存学館のグローバル人材育成の参考に供する内容であった。UNESCO、OECD、FAO、豪
州連邦科学産業研究機構 (CSIRO) などは、この国際シンポジウムを契機に実際に学生を派遣
する機関として機能している。
　第４回（2015）からは、トピックを決めて、アカデミアや専門家を集めて問題解決型のセッ
ションを開催する方針とし、グリーン・エネルギーへの転換、災害の防止軽減、科学と文化
をテーマとした。
　第７回（2018）から、学生が主体的に国際シンポジウムの企画・運営を担当するようになった。
第７回及び第８回の国際シポジウムは、いずれも持続可能な開発目標（SDGs）をテーマに取
り上げ、学生諸君の SDGs への関心を高めるとともに、各自の研究テーマが SDGs のどの目
標どのターゲットに関連しているかも意識させ、学際的アプローチの重要性を学ぶ機会とも
なっている。地球規模課題や社会変革課題という総合的な視野に立った研究の推進を目指し
ている。この二つの国際シンポジウムの成果を総合生存学の進展の中に位置づけ、出版
物として令和２年のうちに刊行する。こうした形で、総合的領域研究の推進を図っている。

2013/03/05

UNESCO OECD
IBM JICA

(CSIRO)

UNESCO OECD CSIRO

2
2014/02/19

3
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6
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Studies

UNESCO
CNRS
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　なお、第３回以後のシンポジウムは、京都大学オープンコースウエア（OCW）
https://ocw.kyoto-u.ac.jp/ja　に収録されている。また、各シンポジウムの情報は、以下の
WEBサイトより参照できる。

第 1回 https://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/img/symposium/Outcomes_Report_FinalHPR.pdf
第 2 回 https://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/img/symposium/Outcomes_Report_2ndsympoR.pdf
第 3 回 https://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/img/symposium/Outcomes_Report_3rdsympoR.pdf
第４回 http://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/symposium2015/
第５回 https://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/blog/2016/11/28/20161121-2
第６回 https://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/blog/2017/12/12/20171207-2
第 7 回 http://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/symposium2018/
第８回 http://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/symposium2019/

５.５　国連機関・海外機関とのシンポジウム

５.５.１　ユネスコ国際科学シンポジウム

　地球規模の水資源劣化の現状把握と途上国における水質監視技術改善をテーマとして、
2015年7月に大津（15日）及び京都（16-17日）でUNESCO国際水文学計画（IHP）主催による「ポ
スト 2015 持続可能開発目標枠組みにおける水質モニタリングにおける科学技術と政策の革
新（UNESCO 水質シンポジウム）」が開催された。琵琶湖研究所、京都大学総合生存学館、
工学研究科、生態学研究センターが共催団体として運営を担当した。UNESCO により招聘
された 20 名以上の海外の専門家と全国の主要研究機関より発表・ディスカッションが行わ
れた。7 月 18 日には専門家による国際戦略会議として、国際水質イニシャティブ
（IIWQ）が設立され、本学館の山敷庸亮教授が初代運営委員長に選定された。

５.５.２　UNDPとの共同シンポジウム「国際開発シンポジウム 国連機関と高等教育機関の連携」

　国連開発計画（UNDP）のヨーロッパ局長来日にあわせて、京都大学とUNDPとの共同シンポ
ジウム「国際開発シンポジウム 国連機関と高等教育機関の連携」を総合生存学館主催で 2017 年
１月 13 日に開催した。UNDP欧州・独立国家共同体（CIS）地域局長が、「持続可能開発目標
SDGs の達成のためにヨーロッパ・独立国家共同体 CIS で UNDP は何ができるか？若者はど
のように貢献できるか？」と題した基調講演を行い、SDGs の目標達成のため、世界各地で
盛んに行われている若者たちのリーダーシップによる活躍・貢献の事例が紹介された。カザ
フスタン国連常駐調整官兼UNDP代表、UNDP駐日代表事務所駐日代表からも報告があった。
総合生存学館からは、グローバル人材育成の教育プログラム、バングラデシュ及びミャンマー
における海外サービスラーニング、大学院生の卒業後の海外での活躍を現実化にするために
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国際機関でのインターンシップの重要性について話題提供があった。双方の機関の今後の連
携がより一層発展することが期待された。このシンポジウムの前後、UNDP でのインターン
を行う大学院生が合計４名となり、それぞれ国際社会で活躍している。

５.５.３　FAOシンポジウム

　京都大学と国連食糧農業機関（FAO）の包括連携協定（MoU）から１周年、また京都議
定書締結から 20 周年を記念し、京都大学－FAO 共同シンポジウム「気候変動の食料と農業
への影響に関する国際シンポジウム」を 2017 年 6 月 12 日に京都大学において開催した。気
候変動における食糧生産と食品ロス、地球環境変化と利用可能な水資源、アジア地域におけ
る熱帯農業、気候変動の影響による穀物収量の変化といったセッションが企画された。
F AO対外関係・アドボカシー・能力開発局長、京都市長（同時通訳は総合生存学館学生が担当）
の記念講演があった。FAO からは、アジア・太平洋地域事務所・自然資源専門官及び駐日
連絡事務所長、外務省からは、経済局経済安全保障課長の総括があり、京都大学、FAO の
今後に期待されること、現在外務省が進めている FAO への邦人職員数の増強などについて
話題提供があった。京都大学からは、総合生存学館、農学研究科、地球環境学堂、防災研究所
から発表がなされた。
https://www.gsais.kyoto-u.ac.jp/blog/2017/06/13/20170612-2

５.５.４　ユネスコチェアWENDI 設立記念国際シンポジウム

　UNESCO が推進する持続可能開発教育（ESD）を高等教育レベルで展開する取り組みと
して、水・エネルギー・災害研究に関するユネスコチェア（WENDI）を 2018 年 4 月に設立した。
主要参画部局は、総合生存学館、工学研究科、農学研究科、エネルギー科学研究科、理学研究科、
防災研究所、エネルギー理工学研究所、フィールド科学教育研究センターである。7 月 30-31
日に設立記念の国際シンポジウムを開催した。文部科学省、国土交通省、４つのユネスコカ
テゴリー２センター（ポーランド、インドネシア、マレーシア、土木研究所 ICHARM）、４
つのユネスコチェア（カザフスタン、スロベニア、タイ、立命館大学）から代表者を招待し、
それぞれのユネスコ関連活動について情報交換を行なった。新たに設立した WENDI のポリ
シーについても議論を行い、その方向性を定めた。２日目には、ユネスコ文化遺産の清水寺、
平等院などを訪問し、それらの防災対策に関して知見を得た。

５.５.５　東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）等との共催シンポジウム

　2018 日 3 月 2 日、京都大学総合生存学館、東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）、
早稲田大学及び日本貿易振興機構アジア経済研究所（IDE-JETRO）の４機関共催で国際ジョ
イントシンポジウム「Joint International Economic Symposium on Innovation, Strategy, and 
Survivability for East Asian Firms in the Globalized World」を京都大学東一条館思修館ホー
ルにおいて開催し、学内外の教員、大学院生・学部学生や企業に所属する研究者などの多く
の参加があった。同シンポジウムでは、最初に、西村英俊 ERIA 事務総長及び石田正美
ERIA 支援室長による挨拶で本シンポジウム開催の意義が述べられ、引き続き、矢野誠経済
研究所教授による基調講演が行われた。その後、３つのセッションが行われ、各セッション
におけるテーマに基づき４～６名のパネリストによるプレゼンテーションの後、ディスカッ
ションではフロアからの質問や意見を挟みつつ予定時刻を超えて活発な議論が行われた。
最後に、稲葉カヨ理事による閉会挨拶があり、盛況のうちにシンポジウムは終了した。
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５.５.６　アートサイエンス国際シンポジウム

　2019 年 3 月 15-16 日にロンドン大学ゴールドスミス校との共催で第 2 回アートサイエンス
国際シンポジウムを開催した。これは両校の間で 2017 年に交わされた学術交流協定
（MOU）に基づいた活動の一環で、アート的考え方を導入することによって各種の分野でイ
ノベーションを起こすことをめざしている。第１回（於ロンドン大学）では学術的な活動に
関する議論が中心であったが、第２回はそれを産業・行政の分野にも拡大して議論すること
とし「アート・イノベーション 」をタイトルとした。バーチャルリアリティー（VR）のパ
イオニアである南カリフォルニア大学のスコット・フィッシャー教授および 2025 大阪万博
を担当している経産省の東哲也企画調整官による基調講演があった。京都大学及びロンドン
大学の教員やアート業界からの出席者による講演に加え、産業界からはアート・イノベーショ
ンに取り組んでいる５社の企業による報告、行政からは文化庁、京都府、京都市における取
り組みに関して報告が行われた。締めくくりのパネルディスカッションでは、アート・イノ
ベーションの今後の進め方を議論した。会期中、アート・サイエンス融合領域の活動を作品
の形で展示する招待展および公募展を京都大学と建仁寺において開催した。本シンポジウム
によりアート・イノベーション活動が今後学術・産業・行政などの領域において盛んになる
ことが期待される。
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　大学院総合生存学館のこれまでの歩みと実績について、客観的な指標で評価するための活
動報告書の編集・出版にようやく至った。大学院総合生存学館は大学院リーディングプログ
ラム「思修館」を実現し恒久的な組織として運用するために 2013 年に独立研究科として立
ち上がった。当初からの目的は「国際的に活躍できるリーダー」の育成である。そのために、
（１）国際機関との連携（２）企業との連携（３）分野横断型の研究（４）産官学連携によ
るイノベーションの創出（５）博士学位取得後のキャリアパスの拡充　を目標に歩んできた。
全く新しい大学院の設立と、研究以外の数多くの課題をこなすことを必修化したカリキュラ
ムに対して、様々な意見が飛び交ったが、設立から７年を経て、果たして客観的にどれだけ
の成果が上がったかまとめ上げる必要が出てきた。

　このように一覧にしてみると、思いの他にたくさんのことをこなしてきたことが明らかに
なり、関係者の方々に改めて謝意を表したい。同時に、設立当初の目的に対してなし得たも
のの、そのアピールが十分でなく、他大学・学内他部局への波及効果が確認できない項目も
多く、 今一度総合生存学館が成し得たことを広く周知いただき、今後の大学院改革の参考に
していただきたいと考える次第である。特に（１）においては、我が大学院の海外武者修行、
そしてその後のキャリアパスにおいて複数の国連機関との連携がなされ、それが全学協定に
昇華していった例が４例あり、さらなる発展が期待されると同時に、後に続く人材の必要性
が叫ばれる。（２）において、具体的な企業との連携の成果がようやく修了生の就職、そし
て産学連携講座や共同研究の設立として具現化し、非常に長い時間にわたって支えていただ
いた企業に感謝するとともに、今後の一層の発展の必要性を期待できる。また（３）におい
ては、地球規模課題、文理融合課題とともに、宇宙や国際政治と経済、アートに関する研究
の推進などが見られると同時に、当初確立した八思分野の位置付け等の整理など重要な課題
も存在する。（４）においては、JICA, NEDO、そして日本銀行などから人材を派遣いただき、
また民間企業との連携を踏まえて、今後のソーシャルイノベーションセンターの設立などに
つなげて行ける道筋が見出せたのではないだろうか。（５）においては、卒業生の国連機関・
国際機関への就職、三人のアカデミアポジションへの就職と、設立当初の目標であった民間
企業の人材輩出については、修了生が役職付きで民間企業に入社しだしたことにより、ようやく
その目標達成が現実になってきたと考えられる。
　
　また同時に、このようにまとめることにより、今後大学院総合生存学館がどの方向に歩ん
でいくことが必要なのかが明らかになってゆくと思う。数多くの人々に支援していただき
ようやくここまでこれたが、今後新しい時代を担う大学院の中核を担って行けるよう一層努力
する次第である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和元年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  自己点検委員会委員長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  山敷　庸亮
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度年）元和令（13成平度年03成平度年92成平
名会員委

任　期 職名・氏名 任　期 職名・氏名 任　期 職名・指名

1 教育研究評議会
H29.4.1 ～
H31.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H31.3.31

学館長　寶　馨
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

2
H29.4.1 ～
H31.3.31 教授　池田　裕一

H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　池田　裕一
H31.4.1～ 2
年間

教授　山敷　庸亮

3 部局長会議
H29.4.1 ～
H31.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H31.3.31

学館長　寶　馨
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

4 研究科長部会
H29.4.1 ～
H31.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H31.3.31

学館長　寶　馨
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

5 人権委員会
H29.4.1 ～
H31.3.31 教授　河合　江理子

H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　河合　江理子
H31.4.1～ 2
年間

教授　河合　江理子

6
創立百二十五周年記念
事業委員会

H29.4.1 ～
H31.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H31.3.31

学館長　寶　馨
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

7 大学評価委員会 H26.11.1～ 教授　惣脇　宏 ― ― ― ―

8 点検・評価実行委員会 H26.10.1～ 准教授　金村　宗 H30.4.1～ 教授　池田　裕一 H30.4.1～ 教授　池田　裕一

9
教務事務電算管理運営
委員会

H29.4.1 ～
H31.3.31 教授　山敷　庸亮

H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　山敷　庸亮
H31.4.1～ 2
年間

教授　積山　　薫

10
全学情報セキュリティ
委員会

H29.4.1 ～
H31.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H31.3.31

学館長　寶　馨
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

11
情報環境機構KUINS利用
負担金検討委員会

H29.4.1 ～
H31.3.31 准教授　趙　亮

H29.4.1 ～
H31.3.31

准教授　趙　亮
H31.4.1～ 2
年間

准教授　趙　亮

12
白眉センター専門委員
会

H28.4.1～ 教授　山口　栄一 H28.4.1～ 教授　山口　栄一 H28.4.1～ 教授　山口　栄一

13
准 教 授 Deroch e,
Marc・h en r i

准 教 授 Deroche,
Marc・henri

Ｈ31.4.1～ 教授　河合　江理子

14 研究公正委員会
H29.4.1 ～
H31.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H31.3.31

学館長　寶　馨
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

15 補導会議
H29.4.1 ～
H31.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H31.3.31

学館長　寶　馨
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

16 補導委員 ― 教授　惣脇　宏 ― 教授　積山　薫 ― 教授　積山　薫

17 学生生活委員会
H29.4.1 ～
H31.3.31 教授　櫻井　繁樹

H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　櫻井　繁樹
H31.4.1～ 2
年間

准教授　関山　健

18
奨学金返還免除候補者
選考委員会

H29.4.1 ～
H31.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H31.3.31

学館長　寶　馨 ― ―

19 教育制度委員会
H29.4.1 ～
H31.3.31 教授　山敷　庸亮

H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　山敷　庸亮
H31.4.1～ 2
年間

教授　積山　　薫

20 FD研究検討委員会
H29.4.1 ～
H31.3.31 教授　池田　裕一

H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　池田　裕一 ― ―

21 教職教育委員会
H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　IALNAZOV,
Dimit er  Savov

H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　IALNAZOV,
Dimiter Savov

H31.4.1～ 2
年間

教授　積山　　薫

22
教職教育委員会教職科
目連絡小委員会

H29.4.1 ～
H31.3.31 准教授 磯部　洋明

H30.4.1 ～
H31.3.31

教授　積山　薫
H31.4.1～ 1
年間

准教授 金村　宗

23 図書館協議会
H29.4.1 ～
H31.3.31 教授　山口　栄一

H29.4.1 ～
H31.3.31

教授　山口　栄一
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

24
吉田南総合図書館協議
会

H28.4.1 ～
H30.3.31 教授　惣脇　宏

H28.4.1 ～
H32.3.31

教授　積山　薫
H28.4.1 ～
H32.3.31

教授　積山　薫

25
H29.4.1 ～
H30.3.31 学館長　寶　馨

H29.4.1 ～
H32.3.31

学館長　寶　馨
H31.4.1～ 2
年間

学館長　寶　馨

26 H28.10.1 ～ 准教授　趙　亮 H28.10.1  ～ 准教授　趙　亮 H28.10.1～ 准教授　趙　亮
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